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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第29期 第30期 第31期 第32期 第33期

決算年月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月 平成19年６月 平成20年６月

売上高 (百万円) 72,870 68,135 70,087 61,765 62,968

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) 1,565 910 △336 111 1,816

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万円) 749 420 △549 △657 1,166

純資産額 (百万円) 20,260 20,490 20,649 20,738 19,650

総資産額 (百万円) 35,721 33,874 34,121 34,910 32,437

１株当たり純資産額 (円) 1,378.271,394.101,389.401,393.171,394.98

１株当たり当期純利益
又は１株当たり当期
純損失(△)金額

(円) 50.27 27.99 △37.39 △44.73 81.05

潜在株式調整後
１株当たり当期
純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 56.7 60.5 59.8 58.6 59.9

自己資本利益率 (％) 3.7 2.1 ― ― 5.8

株価収益率 (倍) 31.43 37.87 ― ― 10.94

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,046 959 △2,314 4,554 1,110

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △505 △896 △495 317 △428

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,801 △2,167 2,810 △2,418 △1,346

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 5,913 3,891 3,913 6,477 5,605

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
567
(114)

582
(109)

588
(113)

580
(118)

604
(109)

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第31期及び第32期については、当期純損失が計上されているため、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額、

自己資本利益率及び株価収益率を記載しておりません。又、第29期及び第30期は希薄化効果を有している潜在

株式が存在しないため、第33期は潜在株式が存在しないため、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を記

載しておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第29期 第30期 第31期 第32期 第33期

決算年月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月 平成19年６月 平成20年６月

売上高 (百万円) 71,416 66,220 68,021 59,793 61,476

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) 1,347 694 △639 △218 1,829

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万円) 650 366 △812 △920 1,249

資本金 (百万円) 3,588 3,588 3,588 3,588 3,588

発行済株式総数 (株) 14,839,34914,839,34914,839,34914,839,34914,839,349

純資産額 (百万円) 19,775 19,920 19,522 19,242 18,440

総資産額 (百万円) 34,363 31,425 31,702 31,209 28,946

１株当たり純資産額 (円) 1,345.301,355.301,328.931,309.891,323.01

１株当たり配当額
(うち１株当たり
中間配当額)

(円)
13.00
(―)

13.00
(―)

10.00
(―)

10.00
(―)

15.00
(―)

１株当たり当期純利益
又は１株当たり当期
純損失(△)金額

(円) 43.51 24.31 △55.29 △62.63 86.80

潜在株式調整後
１株当たり当期
純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 57.5 63.4 61.6 61.7 63.7

自己資本利益率 (％) 3.3 1.8 ― ― 6.6

株価収益率 (倍) 36.31 43.61 ― ― 10.22

配当性向 (％) 29.9 53.5 ― ― 17.3

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
533
(114)

536
(109)

542
(113)

536
(118)

557
(109)

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第31期及び第32期については、当期純損失が計上されているため、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額、

自己資本利益率、株価収益率及び配当性向を記載しておりません。又、第29期及び第30期は希薄化効果を有し

ている潜在株式が存在しないため、第33期は潜在株式が存在しないため、潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額を記載しておりません。
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２ 【沿革】

　
年月 概要

昭和51年１月

 

石川県金沢市(高岡町)に、株式会社アイ・オー・データ機器を設立、コンピュータ周辺機器の開

発、販売開始。

昭和52年５月 マイクロコンピュータを応用したシステム開発に着手。

昭和54年12月 カラー画像自動読取装置を開発、販売開始。

昭和55年４月 シャープ製MZシリーズパソコン用周辺ボードを開発、パソコン周辺機器分野へ参入。

昭和58年８月 パソコン周辺機器増産のため、駅西工場(石川県金沢市)を設置。

　　同　　月 日本電気製PC―9800シリーズパソコン用周辺機器分野へ参入。

昭和59年１月 販売体制確立のため、東京都千代田区に東京営業所を開設。

昭和62年７月 パソコン通信のホスト局「IOS―NET」を開局、一般第二種電気通信事業の届出。

平成２年２月

 

西日本の販売体制強化のため、大阪府大阪市淀川区に大阪営業所(現、大阪府大阪市中央区)を開

設。

平成３年３月 石川県金沢市(桜田町)に、本社・工場を新設、移転。

　　同　　月 株式を社団法人日本証券業協会の店頭売買銘柄として登録。

平成５年３月

 

情報収集、販売、購買の拠点として、米国カリフォルニア州サンホゼ市にサンホゼ米国事務所を開

設。(平成13年７月閉鎖)

平成５年７月 クリエイティブ・メディア株式会社(現関連会社)を設立。

平成６年４月 西日本の販売体制強化のため、福岡県福岡市博多区に福岡営業所を開設。

平成６年５月 ユーザサービス及び販売促進のため、東京都千代田区に秋葉原ショウルームを開設。

平成７年４月 西日本の販売体制強化のため、愛知県名古屋市中区に名古屋営業所を開設。

平成７年11月 東日本の販売体制強化のため、北海道札幌市北区に札幌営業所を開設。

平成８年１月 國際艾歐資訊股?有限公司(現連結子会社)を設立。

平成８年２月 株式会社アイ・オー・ネットを設立。(平成14年12月清算結了)

平成８年５月 業容の拡大に対応のため、石川県金沢市(桜田町)に、本社第２ビルを新設。

平成10年３月 東日本の販売体制強化のため、宮城県仙台市宮城野区に仙台営業所を開設。

平成10年11月 東日本の販売体制強化のため、神奈川県横浜市港北区に横浜営業所を開設。

　　同　　月 I-O＆YT Pte. Ltd.(現関連会社)へ出資。

平成11年４月 西日本の販売体制強化のため、広島県広島市中区に広島営業所を開設。

平成11年５月 秋葉原ショールームをI・OプラザAKIBAに名称変更。

平成13年３月 TAXAN I-O DATA USA, INC.を設立。

平成13年７月 TAXAN I-O DATA USA, INC.からI-O DATA DEVICE USA, INC.(現関連会社)へ社名変更。

平成13年12月
國際艾歐資訊股?有限公司とI-O＆YT Pte. Ltd.が、艾歐資訊横山(香港)有限公司(現連結子会社)

を設立。

平成16年７月 艾欧北菱横山(上海)貿易有限公司(現連結子会社)を設立。

平成16年12月 株式会社ジャスダック証券取引所に株式を上場。

平成17年５月 欧州駐在員事務所をドイツ連邦共和国ベルリン市に開設。

平成17年７月 執行役員制度の導入。

平成18年３月 東京営業所を閉鎖し、秋葉原UDXに営業本部(東京)を新設、移転。

平成18年７月 I・OプラザAKIBAを閉鎖。

平成19年４月 I-O DATA DEVICE USA, INC.の清算開始。

平成20年１月 I-O DATA America, INC.(現連結子会社)を設立。

平成20年２月 I-O＆YT Pte. Ltd.は増資により関連会社へ変更。
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３ 【事業の内容】

当企業グループ(当社及び当社の関係会社)は、当社、子会社４社及び関連会社３社で構成され、パソコン
用周辺機器の製造販売を主な事業内容としております。 
　当企業グループの事業に係る位置づけは次のとおりであります。 
　パソコン用周辺機器は、当社が製造販売するほか、子会社國際艾歐資訊股?有限公司、艾歐資訊横山(香港)
有限公司、艾歐北菱横山(上海)貿易有限公司及び関連会社I-O & YT Pte. Ltd.を通じても販売しておりま
す。 
　原材料の一部については、子会社及び関連会社I-O & YT Pte. Ltd.より仕入れており、商品の一部につい
ては、子会社國際艾歐資訊股?有限公司及び関連会社クリエイティブ・メディア㈱より仕入れております。
 

　

　

(注) １　＊は持分法適用会社です。
２　I-O DATA DEVICE USA, INC.につきましては、現在清算手続中であります。
３　前連結会計年度まで連結子会社でありましたI-O & YT Pte. Ltd.は、平成20年２月に行った増資により当社の
議決権比率が低下したため、当連結会計年度末では関連会社としております。なお、平成19年12月31日までの
期間については連結し、平成20年１月１日以降は持分法を適用しております。

４　I-O DATA America, Inc.については、当連結会計年度において新たに設立したため、連結の範囲に含めており
ます。
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４ 【関係会社の状況】

(1) 関係会社の状況

　

名称 住所
資本金又は
出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合
(％)

関係内容

(連結子会社)

國際艾歐資訊股?有限公司
(注)３

台湾省台北市
50,000

千台湾ドル

パソコン周辺
機器の製造・
販売

100.00

当社製品の部品調達及び

当社製品の一部の販売を

しております。

役員の兼任…２名

なお、当社より資金の援助

及び債務の保証を受けて

おります。

(連結子会社)

艾歐資訊横山(香港)有限公司
(注)４

中華人民共和国
香港特別行政区

2,550

千香港ドル

パソコン周辺
機器の製造・
販売

50.00
(50.00)

[50.00]

 

当社製品の部品調達及び

当社製品の一部の販売を

しております。

役員の兼任…１名

(連結子会社)

艾欧北菱横山(上海)貿易有限公
司

(注)４

中華人民共和国
上海市

4,891

千元
パソコン周辺
機器の販売

50.00

当社製品の一部の販売を

しております。

役員の兼任…３名

(連結子会社)

I-O DATA America,Inc.米国カリフォルニア州
100

千米ドル

情報収集及び
パソコン周辺
機器の販売

100.00

当社製品の部品調達をし

ております。

役員の兼任…１名

(持分法適用関連会社)

I-O & YT Pte. Ltd.
 

シンガポール国

1,585

千シンガ

ポールドル

パソコン周辺
機器の製造・
販売

49.00

当社製品の部品調達及び

当社製品の一部の販売を

しております。

役員の兼任…１名

(持分法適用関連会社)

クリエイティブ・メディア㈱ 東京都千代田区 499
パソコン周辺
機器の販売

30.00

商品の購入をしておりま

す。

役員の兼任…１名

(持分法適用関連会社)

I-O DATA DEVICE USA,INC.
(注)５

米国カリフォルニア州
500

千米ドル
パソコン周辺
機器の販売

50.00

当社製品の部品調達及び

当社製品の一部の販売を

しております。

役員の兼任…１名

なお、当社より資金の援助

を受けております。

(注) １　議決権の所有割合の(　)内は、間接所有割合で内数、[　]内は、緊密な者又は同意している者の所有割合で外数に

なっております。

２　上記の関係会社は、有価証券届出書又は有価証券報告書を提出しておりません。

３　特定子会社に該当しております。

４　議決権の所有割合は100分の50以下ですが、実質的に支配しているため子会社としたものであります。

５　I-O DATA DEVICE USA, INC.につきましては、現在清算手続中であります。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年６月30日現在

従業員数(名) 604(109)

(注) １　従業員数は就業人員であります。なお、事業部門等による区分が困難であるため、連結会社総人員を記載してお

ります。

２　従業員数欄の(外数)は、臨時従業員の当連結会計年度における平均雇用人員であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年６月30日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

557(109) 34.5 8.6 4,570

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３　従業員数欄の(外数)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

　

(3) 労働組合の状況

現在労働組合はありませんが、労使関係は良好であります。
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第２ 【事業の状況】

　

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、前半は堅調な企業業績に支えられ雇用環境は安定的に増加傾

向にあり、個人消費についても底堅く、景気は穏やかな回復基調で推移いたしました。しかしながら中盤

以降からは原油及び原材料価格の高騰、米国に端を発したサブプライムローン（低所得者向け住宅融

資）問題による金融市場の混乱、株安等、景気を減速させる材料が複合的に作用し、後半は企業業績の停

滞、設備投資の鈍化等で景況感が大幅に悪化を辿りました。

　当企業グループを取り巻く国内パソコン市場におきましてはコンシューマ向けの市場を中心にワンセ

グ、地デジチューナー等が内蔵された新製品が順次発売され、北京五輪等を見据えた需要喚起を促しまし

たが、ＪＥＩＴＡ（社団法人電子情報技術産業協会）が平成20年７月25日に発表した内容によれば、平成

19年７月より平成20年６月末までのパソコンの国内出荷実績は前年同期と比較して出荷台数で△

15.5％、出荷金額で△15.6％と２年続けて減少傾向になりました。パソコン１台あたりの製品単価につき

ましてはデスクトップ、ポータブル込みでの比較ですが12万円台で推移しておりほとんど前年と変わっ

ておりません。

　このような状況のもと、当企業グループは期首より「高コスト体質の是正」、「利益増加に繋がる新事

業・新製品への積極的取り組み」、「社内における諸々のロスの排除」をテーマに取り組んだ結果、コー

ポレート向け市場では、情報化に対する投資意欲は継続的にあるものの、前述の原油及び原材料の高騰、

株安、金融不安等で設備投資は縮小傾向で推移しました。一方コンシューマ向け市場ではワイド型液晶

ディスプレイ、500GBを中心としたハードディスク製品、また前半はワンセグチューナー、後半５月以降か

らは地デジチューナー等のマルチメディア関連製品が売上に寄与し、売上高では前連結会計年度と比較

して1.9％伸長しました。利益面に目を移しますと、原材料仕入段階からの製品原価の低減に全社を上げ

て取り組んだ結果、為替・円高等の後押しも大きく影響し、営業利益、経常利益、純利益とも前連結会計年

度と比較して黒字回復しております。

　以上の結果、当連結会計年度の業績につきましては、売上高は629億68百万円（前期比1.9％増）となり

ました。利益面につきましては、営業利益は20億93百万円（前連結会計年度は44百万円の営業損失）、経

常利益は18億16百万円（前期比1,535.8％増）、当期純利益につきましては、特定顧客向け販売製品に係

る修理費用を特別損失に計上した影響もあり11億66百万円（前連結会計年度は６億57百万円の純損失）

となりましたものの、トータルでは増収増益となりました。

　

当連結会計年度の営業の概況を部門別に説明いたします。

［増設メモリボード部門］

メモリボードは、新OSの普及による増設需要の高まりに対応し、販売台数を伸ばすものの、主要部品で

あるDRAMの市場価格の下落による影響から販売価格が下落し、売上高は前連結会計年度を下回りました。

またメモリカード、USBメモリを中心とするフラッシュ製品においても同様に推移したことに加え、競争

激化も重なり、売上高は前連結会計年度を下回りました。この結果、増設メモリボード部門の売上高は114

億97百万円（前期比20.5％減）となりました。

　

［ストレージ部門］

ハードディスクは、外付け型大容量製品を中心に期を通じて好調な需要に支えられ、売上高は前連結会

計年度を上回りました。DVD製品については、Blu-ray Discへと世代移行がはじまったことにより、需要は

前連結会計年度を底に回復基調となり、売上高は前連結会計年度を上回りました。この結果、ストレージ

部門の売上高は197億39百万円（前期比12.2％増）となりました。
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［液晶部門］

底堅い法人需要に支えられる一方、一般向けに減少する増設需要に対し、従来からの4:3画面比率の製

品からワイド型製品のラインナップの充実と、市場に先駆け地デジチューナーを内蔵したモデルを投入

し、積極的に販売活動を展開したことにより、売上高はほぼ前連結会計年度を維持する138億91百万円

（前期比0.9％増）となりました。

　

［周辺機器部門］

マルチメディア関連製品については、前連結会計年度後半より投入しましたワンセグチューナーの売

上が通期に亘り売上に貢献したことに加え、期末には地上デジタル放送に対応したパソコン増設用

チューナーの発売開始により、売上高は前連結会計年度を上回りました。また、法人および一般向けに、

ネットワークを経由したデータの共有ニーズの高まりと、当社の市場開拓活動の推進により、NAS（ネッ

トワークストレージ）製品の売上高が成長しました。その一方で、一般市場向けネットワークメディアプ

レーヤーを中心としたAVeL関連製品ついて、新製品投入の端境期にあたりましたことから、売上高は前連

結会計年度を下回りました。この結果、周辺機器部門の売上高は113億93百万円（前期比1.0％増）となり

ました。

　

［特注部門］

OEM製品として、インターネット動画配信サービス用STB製品、地上デジタル放送チューナー製品などが

好調に推移し、売上高は41億26百万円（前期比155.6％増）となりました。

　

［その他の部門］

I-O & YT Pte. Ltd.が2008年１月より持分法適用関連会社となった影響により、海外の部品販売を中

心に、期の後半より売上高は前連結会計年度を下回りました。この結果、その他部門の売上高は23億21百

万円（前期比23.7％減）となりました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前連結会計年度末に比べて

８億72百万円減少し、56億５百万円となりました。 

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は次のとおりであります。

 

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は11億10百万円(前連結会計年度比75.6％減)となりました。これは、税金

等調整前当期純利益14億８百万円、減価償却費５億26百万円及び売上債権の減少９億31百万円による資

金増加と、たな卸資産の増加17億77百万円及び仕入債務の減少６億33百万円による資金減少等によるも

のであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は４億28百万円(前連結会計年度は３億17百万円の増加)となりました。

これは有形無形固定資産の取得４億34百万円による支出等によるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は13億46百万円(前連結会計年度は24億18百万円の減少)となりました。

これは運転資金としての短期借入金の返済６億72百万円、配当金の支払い１億47百万円及び自己株式の

取得５億26百万円等によるものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。
　

品目

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
　至　平成20年６月30日)

金額(百万円) 前連結会計年度比(％)

増設メモリボード 8,850 65.2

ストレージ 18,213 110.5

液晶 8,908 73.2

周辺機器 13,991 144.8

特注製品 3,328 266.0

その他 68 21.1

合計 53,360 99.7

(注) １　上記の金額は製造原価によっており、消費税等は含まれておりません。
２　主なD-RAMの価格は次のとおりであります。

　

種類
平成19年６月
(ＵＳ＄)

平成19年９月
(ＵＳ＄)

平成19年12月
(ＵＳ＄)

平成20年３月
(ＵＳ＄)

平成20年６月
(ＵＳ＄)

256MB D-RAM(DDR型)1.55 1.25 1.25 1.25 ―　

512MB D-RAM(DDR2型)1.75 2.05 0.95 0.95 1.10

１GB D-RAM(DDR2型) ― ― ― ― 2.40

(注) １　上記価格は１個当たりの価格であり、消費税等は含まれておりません。
２　上記価格は市中相場価格であり、日経調査資料によっております。

　

(2) 受注実績

当企業グループ製品の大部分は見込み生産による量産製品でありますが、ユーザーの仕様に基づいた
受注生産による特注製品の開発も一部行っておりますので、以下に特注製品の受注状況を記載しており
ます。

　

項目

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
　至　平成20年６月30日)

受注高(百万円)
前連結会計年度比

(％)
受注残高(百万円)

前連結会計年度比
(％)

特注製品 4,102 268.1 31 57.0

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。
　

品目

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
　至　平成20年６月30日)

金額(百万円) 前連結会計年度比(％)

増設メモリボード 11,497 79.5

ストレージ 19,739 112.2

液晶 13,891 100.9

周辺機器 11,393 101.0

特注製品 4,126 255.6

その他 2,321 76.3

合計 62,968 101.9

(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

　

相手先

前連結会計年度 当連結会計年度

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

ダイワボウ情報
システム㈱

12,101 19.6 12,063 19.2

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

次期の見通しとしましては、引続き原油をはじめとする世界的な原材料価格の高騰、急激な円高や米国

のサブプライム問題の深刻化などで当企業グループを取り巻く経済環境は益々厳しくなることが予想さ

れます。また企業における設備投資の需要についても回復時期は不透明であり、それに加え競合他社との

市場における競争も今後も厳しくなることが予想され、一方では消費者の製品やサービスに対する要望

が更に多様化していくと思われます。こうした状況下で①既存事業の競争力の強化及び収益の維持、②新

事業の確立、③当社が生み出す製品の高品質維持への取り組み等で社内体制のより健全化に努め顧客に

信頼される企業に邁進してまいりたいと思います。
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　４ 【事業等のリスク】

(1) 市場における価格競争について

当社グループが販売しております、メモリ製品、ストレージ、液晶、ネットワーク製品等パソコン周辺機

器の市場は、当社グループ及び競合他社との間で日常、厳しい価格競争が行われており、当社の思惑とは

別にして、店頭の販売価格の引き下げを余儀なくされる場合があり、この状況は今後も続くと考えられま

す。当社グループは、利益確保のための、部材の調達コスト、製造コスト等を削減する等の経営努力を今後

も継続することが必要であると考えておりますが、今後、当社グループの想定した以上に価格競争が厳し

くなった場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

(2) 新製品の開発能力について

当社グループの主力アイテムはメモリ製品、ストレージ、液晶等でありますが、当社グループの将来の

成長には、さらなる革新的な新製品の開発と販売が重要と考えております。当社グループは現在デジタル

情報関連製品等の開発を行っており、今後も継続して斬新で魅力ある新製品を開発していく計画であり

ますが、当社グループが属する業界は技術的進歩が急速で、市場の成長スピードに対し当社グループの開

発スピードが遅れた場合、以下のリスクが考えられます。

①　当社が市場からの支持を獲得できる新製品を的確に予想できるとは限らず、また予想できても製品

の販売が成功する保証はないこと。

②　技術の急速な進歩と消費者の嗜好の変化により、当社製品がトレンドをはずす(流行遅れになる)可

能性があること。

③　開発中の製品化の遅延により、市場の需要についていけなくなる可能性があること。

以上のように、当社グループが業界と市場の変化を充分に予測できず、魅力ある新製品を開発できない

場合は当社グループの将来の成長と収益性を低下させ、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。

　

(3) 知的所有権について

当社グループが属する業界は、技術革新が著しく、競合他社も含め、特許権をはじめとする知的所有権

を積極的に申請しております。当社グループとしましては、当社独自の技術等を積極的に申請しているこ

とは勿論のこと、他社の知的所有権の情報収集に努め、管理を強化しておりますが、不意に特許侵害の警

告等を受ける可能性があり、今後も知的所有権の問題は当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。

　

(4) 特定顧客との取引について

当社グループは平成20年６月期において、ダイワボウ情報システム(株)に対する販売金額が全体の売

上高の19.2％を占めております。同社との関係は良好に推移しており、今後とも同社との取引拡大に努め

る所存ですが、何らかの理由により、取引契約の解消又は大幅な変更があった場合は、当社グループの業

績に影響が及ぶ可能性があります。

　

(5) 製造形態について

当社グループは、自社で製造設備を保有しないファブレスメーカーであります。当社グループは、万一、

特定の製造委託先への生産委託が不可能になった場合でも、アジアへの生産委託を進める等、国内外の他

の生産委託が可能な体制をとっておりますが、委託先の受入環境によって自社製造設備では想定しがた

い品質や時間等のロスが発生し、その後の再検査等で市場にタイムリーに供給できない場合は当社の業

績に影響が及ぶ可能性があります。

　

(6) 当社グループ製品のライフサイクル及び陳腐化の相関について

パソコン周辺機器市場における技術革新の急速さは、一方で当社グループ製品全般のライフサイクル

を比較的短いものにしており、当社グループは保有する在庫品の陳腐化により業績が悪影響を受けるリ

スクを負っております。

当社グループは経験則と実勢をもとに四半期毎に所定の評価減又は廃棄処分を行うことによりこのリ
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スクに備えておりますが、当社グループが適切かつ迅速に対応できなかった場合は、当社の業績に影響が

及ぶ可能性があります。

　

(7) 為替変動の影響において

当社グループの取扱製品は、中国を中心としたアジア地域から原材料及び半製品を仕入れる割合が多

く大半が米ドル決済となっているため、当社グループは仕入れに係る買掛金債務について為替リスクを

有しております。そのため、当社グループは為替相場の変動リスクをヘッジする目的でデリバティブ契約

を行っております。しかしながらデリバティブ契約により為替相場の変動の影響を緩和することは、可能

であっても、間接的な影響も含め、すべてを排除することは不可能です。また一方で、日本円と米ドル間の

為替相場が円安傾向となった場合、円換算した仕入れ価格が増加することになり、その時点のパソコン周

辺機器市場の環境いかんでは、係る仕入れ増加分を適正に当社グループの販売価格に反映出来ず、当社グ

ループの業績に影響が及ぶ可能性があります。

　

(8) キーパーソン及びエンジニアの確保と育成について

当社の将来に向けての成長と成功する鍵は有能なキーパーソンやエンジニアに大きく依存するため、

技術レベルの高いエンジニアやキーパーソンの新たな確保と育成は当社の成功する条件として重要であ

り、もし確保または育成出来なかった場合には、当社の将来の成長、業績に悪影響が及ぶ可能性がありま

す。

　

(9) 自然災害等による影響について

当社は本社機能、研究・開発及び製品物流機能を石川県金沢市に一極集中しているため大規模な地震

等の自然災害やその他の業務を中断する事象が発生した場合、当社グループの営業活動に大きく影響を

与える可能性があります。

　

(10) 製品及びサービスの欠陥や瑕疵について

当社が提供する製品及びサービスに欠陥や瑕疵が生じる可能性は排除出来ません。当社の製品及び

サービスには、顧客の基幹業務など非常に高い信頼性が求められる環境において使用されているものも

ありますが、これらの製品またはサービスの欠陥が原因で生じた損失に対する責任を追及される可能性

があります。また大規模なリコールや製造物賠償責任につながるような製品の不具合は、多額のコストや

当社の製品評価に重大な影響を与え、それにより売上が低下し、当社の業績と財務状況に悪影響が及ぶ可

能性があります。

　

　

５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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６ 【研究開発活動】

　

研究開発活動においては、デジタル家電分野・ビジネス分野の両面でかねてより主要テーマの一つと位置

づけてまいりました情報セキュリティ技術を中心に研究を進め、応用製品の開発を行ってまいりました。

　また、世界的にも「環境」が大きなテーマとしてクローズアップされる状況を鑑み、かねてより推進してま

いりました環境に配慮した製品開発からさらに一歩踏み込む形で、各分野の製品が有する省電力機能を一括

的に管理可能な統合ソフトウェアの開発を進め、「eco番人」として製品化いたしました。

　「情報セキュリティ」、「環境」ともに今後においても非常に重要なテーマであり、引き続き研究を進めて

まいります。

当連結会計年度の各製品カテゴリにおける研究開発活動は以下のとおりであります。

　

・増設メモリボード

USBメモリ、メモリカード、増設メモリボードなど、主要製品分野では、環境への配慮や信頼性の確保など、基

本的な取組みはもちろんですが、特に大容量化、高速化などにおいてトレンドとなる技術の取り込みに努め、

USBメモリでは16GBモデル、メモリカードでは市場の中心となった超小型メモリカードmicroSDHC（TM）カー

ドの８GBモデル、増設メモリボードでは最高速品として最新の規格DDR3対応モデルなどを順次製品化してま

いりました。

　また、従来からの情報セキュリティへの取組みの延長として、市場で実績のある法人向け情報セキュリティ

ソフトウェアと連動して使用可能な専用USBメモリーを製品化するなど、外部のソフトウェア会社との連携に

よる製品開発も進めてまいりました。今後もこの分野での研究と製品開発を強化してまいります。

　

・ストレージ

主力となるハードディスク装置の大容量化に合わせ大容量製品を順次製品化してまいりましたが、一方で

保存されるデータの大容量化も進み、より高速なインターフェース技術に対するニーズも高くなっており、こ

れに対応するため、次世代規格として有力な「USB3.0」や、USBの無線化のための通信技術として注目される

「UWB」等を視野に入れ研究を行ってまいりました。

　また、情報セキュリティへの取り組みとして、ハードウェアによる暗号化など、法人向けストレージ製品の拡

充を目的とした応用製品の研究を進めてまいりました。

　環境に対する取組みとしては、特に省電力に配慮した設計を進め、ハードディスク未使用時の回転停止、DVD

ビデオ／オーディオ再生時の回転抑制などの機能を備えた製品を開発いたしました。さらに、ハードディスク

に代替可能な省電力製品として、フラッシュメモリを利用したSSD（ソリッドステートディスク）製品の開発

を行っております。

　今後もこれらの研究開発をさらに進めるとともに、ハードディスク装置や光ディスク装置とテレビ・デジタ

ルカメラ・カムコーダーとの連携機能など、デジタル家電分野への取組みを強化してまいります。
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・液晶

市場に先駆けてワイド型製品の展開に取り組んでまいりましたが、PC市場でもワイドモデルが浸透し、特に

コンシューマ市場向けでは当社出荷の70％以上を占めるに至り、今後も更に普及が進むと予測しております。

　これを受け、引き続きワイドモデルを中心に製品差別化のための研究開発を進め、当期においてはフルハイ

ビジョン対応の広色域24.1型ディスプレイ、地上デジタル放送対応TVチューナ内蔵の19型、22型ディスプレイ

などを製品化いたしました。特に後者につきましては、当社が継続して取り組んできたデジタル家電のノウハ

ウを応用した製品であり、2011年のアナログ放送停止に伴う需要増に応えるものであります。

　一方、環境に対する取組みとしては、省電力に配慮した設計を進め、待機時の節電を可能とし、管理ソフト

ウェアの「eco番人」導入により、約60％の節電（「LCD-A176G」シリーズ出荷時設定比）を実現いたしまし

た。

　今後も環境配慮等の基本的取組みは継続しつつ、市場ニーズを先取りした製品開発に努めてまいります。

　

・周辺機器

伸長著しいNAS（ネットワーク接続型ストレージ）を重点製品と位置付け、法人向け市場の取組みとして

データの安全性追求を目的としたRAID技術等の研究と並行し、デジタル家電との融合を図るための技術とし

て、「DLNA」、「DTCP-IP」等の規格に対応するための研究開発を進めてまいりました。

　また、先にも述べたアナログ放送停止に伴う需要増に備え、かねてよりノウハウを蓄積してきた地上デジタ

ル放送対応製品の水平展開を進め、STB（テレビ接続用装置）、PC内蔵用ボード、PC外付け用ユニット等を開発

してまいりました。今後も小型化、コストダウン、BSデジタル放送対応などを進めてまいります。

　情報セキュリティに関する取組みとしては、非接触式ICカードリーダ／ライタの本人認証用途への応用を目

的とした研究を進めており、引き続き取組みを強化してまいります。

　

・特注製品

特注製品としては、デジタル家電分野、中でもIPTV（ネットワークを通しての画像配信サービス）に対応し

たSTBに注力しておりますが、当期においてはIPv6対応、コンテンツ著作権保護技術「Marlin DRM」対応など、

次世代の業界標準となる規格への対応を進めてまいりました。また録画機についても同様にコンテンツ保護

技術「SAFIA」に対応した製品開発を進めております。

　今後においても放送サービス等の特殊性を考慮し、グローバルな視点での最新技術の取り込みと、ローカル

な技術の蓄積のバランスを考慮しつつ研究開発を進めてまいります。

　

以上の結果、当連結会計年度の研究開発費の総額は10億75百万円となっております。
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 重要な会計方針及び見積もり

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき

作成されております。この連結財務諸表の作成にあたりまして、文中における将来に関する事項は、当社

経営陣が当連結会計年度末(平成20年６月30日)現在で合理的で、ある一定の前提に基づいて判断してお

りますが、不確実な要素も含んでおり、実際の結果はこれらの見積もりと異なる場合があります。

財政状態及び経営成績に影響を与える項目は下記のとおりであります。

　

(2) 財政状態の分析

①　資産

流動資産は、前連結会計年度末に比べて9.1％減少し、257億19百万円となりました。これは、現金及び

預金が８億72百万円、デリバティブ債権が19億98百万円減少したこと等によります。

　固定資産は、前連結会計年度末に比べて1.5％増加し、67億18百万円となりました。 

　この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて7.1％減少し、324億37百万円となりました。

　

②　負債

流動負債は、前連結会計年度末に比べて9.2％減少し、120億40百万円となりました。これは、支払手形

及び買掛金が８億28百万円、運転資金としての短期借入金が純額で７億41百万円減少したこと等によ

ります。 

　固定負債は、前連結会計年度末に比べて17.6％減少し、７億47百万円となりました。 これは、関連会社

I-O DATA DEVICE USA, INC.の清算処理に伴いその他固定負債が減少したこと等によります。

　この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて9.8％減少し、127億87百万円となりました。

　

③　純資産

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて5.2％減少し、196億50百万円となりました。これは、利益剰

余金が10億19百万円増加しましたが、自己株式を会社法第165条第２項の規定による定款の定めに基づ

いて５億26百万円取得したこと及びデリバティブ債権の減少に伴い繰延ヘッジ損益が13億円減少した

こと等によります。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前連結会計年度末に比べて

８億72百万円減少し、56億５百万円となりました。 

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は次のとおりであります。

　

①　営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動の結果得られた資金は11億10百万円(前連結会計年度比75.6％減)となりました。これは、税

金等調整前当期純利益14億８百万円、減価償却費５億26百万円及び売上債権の減少９億31百万円によ

る資金増加と、たな卸資産の増加17億77百万円及び仕入債務の減少６億33百万円による資金減少等に

よるものであります。

　

②　投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動の結果使用した資金は４億28百万円(前連結会計年度は３億17百万円の増加)となりまし

た。これは有形無形固定資産の取得４億34百万円による支出等によるものであります。

　

③　財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動の結果使用した資金は13億46百万円(前連結会計年度は24億18百万円の減少)となりまし

た。これは運転資金としての短期借入金の返済６億72百万円、配当金の支払い１億47百万円及び自己株

式の取得５億26百万円等によるものであります。

　

　

(4) 経営成績の分析

(売上高)

当連結会計年度の連結売上高は前連結会計年度に比較して12億３百万円増加（前連結会計年度比

1.9％増）して629億68百万円となりました。

品目別に説明しますと、メモリボードについては、新OSの普及による増設需要の高まりに対応し販売

台数は伸長するものの、DRAM価格の下落による影響から販売価格が下落し、売上高は前連結会計年度を

下回りました。メモリカード、USBメモリ製品についても同様の推移をしたため、この結果、増設メモリ

ボードの売上高は前連結会計年度比20.5％減の114億97百万円となりました。
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ストレージについては、ハードディスク製品は外付大容量製品を中心に好調に推移し、DVD製品につ

いても従来型から高速のBlu-ray Discへと市場は移行が始まったことにより回復基調となり、この結

果、売上高は前連結会計年度比12.2％増の197億39百万円となりました。

液晶については、ワイド型製品のラインナップの充実と市場に先駆け地上デジタルチューナーを内

蔵したモデルを投入し、積極的に販売活動を行った結果、売上高は前連結会計年度比0.9％増の138億91

百万円となりました。

周辺機器については、ワンセグチューナーが年度を通して好調に推移したことと法人向けを中心に

ネットワークストレージ製品が好調だったことで、売上高は前連結会計年度比1.0％増の113億93百万

円となりました。

　

(販売費及び一般管理費)

当連結会計年度の販売費及び一般管理費は、前連結会計年度比６億77百万円増の74億99百万円とな

りました。主な要因は給料手当・賞与及び研究開発費の増加によるものです。

　

(営業利益)

前連結会計年度の営業損失44百万円に対し、当連結会計年度は営業利益20億93百万円になりました。

主な要因は、売上原価の改善によるものです。

　

(経常利益・当期純利益)

前連結会計年度の経常利益１億11百万円に対し、当連結会計年度の経常利益は18億16百万円になり

ました。主な要因は営業損益の改善及び為替差損益等によるものです。また前連結会計年度の当期純損

失６億57百万円に対し、当連結会計年度の当期純利益は11億66百万円になりました。主な要因は経常利

益の改善によるものです。

　

(5) 経営成績に重大な影響を与える要因について

当企業グループの経営成績に重要な影響を及ぼす要因は、当企業グループを取り巻くパソコン業界に

おいて市場の価格競争激化による慢性的な売上総利益率の低下傾向が考えられます。

　それ以外の考えられる要因については「事業等のリスク」に表記しております。

　

(6) 経営分析と今後の見通し

次期の見通しとしましては、引続き原油をはじめとする世界的な原材料価格の高騰、急激な円高や米国

のサブプライム問題の深刻化などで当企業グループを取り巻く経済環境は益々厳しくなることが予想さ

れます。また企業における設備投資の需要についても回復時期は不透明であり、それに加え競合他社との

市場における競争も今後も厳しくなることが予想され、一方では消費者の製品やサービスに対する要望

が更に多様化していくと思われます。こうした状況下で①既存事業の競争力の強化及び収益の維持、②新

事業の確立、③当社が生み出す製品の高品質維持への取り組み等で社内体制のより健全化に努め顧客に

信頼される企業に邁進してまいりたいと思います。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度の設備投資額は４億62百万円であり、その主な内容は、研究・開発設備及び新事業の拡大

を目的とした既設建物(土地を含む)の取得と社内インフラ整備に伴う投資であります。

２ 【主要な設備の状況】

当企業グループにおける主要な設備は次の通りであります。

(1) 提出会社

平成20年６月30日現在

事業所名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)土地

(面積㎡)
建物及び
構築物

その他 合計

本社・工場
(石川県金沢市)

統括業務施設
2,880

(17,090.89)
［3,876.35］

1,127 304 4,312
423

＜104＞

営業本部(東京)
(東京都千代田区)

販売業務施設
―
(―)

22 14 36
78
＜2＞

その他７営業所 販売業務施設
 

(―)
0 1 2

56
＜0＞

(注) １　「その他」は工具器具備品及び車両運搬具であります。

２　土地の面積中［　］は外数であり、賃借面積を示しております。

３　「従業員」の＜　＞内は、期末日現在の臨時従業員数であり、外数で示しております。

４　本社・工場の土地、建物及びその他には、社員寮が含まれております。

５　国内　営業所の建物の一部を賃借しており、年間賃借料は205百万円であります。

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

当企業グループの設備投資については、景気予測、業界動向、利益に対する投資割合等を総合的に勘案し

て計画しております。

なお、当連結会計年度末における重要な設備の新設、除却等の計画はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社アイ・オー・データ機器(E01994)

有価証券報告書

20/86



第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 41,000,000

計 41,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年９月26日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 14,839,349同左
ジャスダック
証券取引所

―

計 14,839,349同左 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成14年11月１日
(注)

― 14,839 ― 3,588 △3,308 1,000

(注)　旧商法第289条第２項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金に振替えたものであります。
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(5) 【所有者別状況】

平成20年６月30日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 15 24 98 32 1 8,3608,530 ―

所有株式数
(単元)

― 13,0881,1435,9305,734 3 122,357148,25513,849

所有株式数
の割合(％)

― 8.84 0.77 4.00 3.87 0.00 82.52100.00 ―

(注) １　自己株式900,864株は、「個人その他」に9,008単元、「単元未満株式の状況」に64株含まれております。なお、

期末日現在の実質的な所有数は900,864株であります。

２　上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が、10単元含まれております。

　

(6) 【大株主の状況】

平成20年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

細野　昭雄 石川県金沢市 4,514 30.42

細野　幸江 石川県金沢市 763 5.15

株式会社北國銀行 石川県金沢市下堤町１番地 306 2.07

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社

東京都中央区晴海１丁目８－11 305 2.06

有限会社トレント 石川県金沢市尾山町３－26 269 1.82

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１－５ 153 1.03

カセイス　バンク　ルクセンブル
ク　クライアント　アカウント

(常任代理人　株式会社三菱東京
UFJ銀行決済事業部)

５, ALLEE SCHEFFER, L-2520 LUXEMBOURG 

(東京都千代田区丸の内2丁目７番１号)
150 1.01

前沢　昇 千葉県浦安市 136 0.92

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社

東京都港区浜松町２丁目11－３ 112 0.76

野村信託銀行株式会社 東京都千代田区大手町２丁目２－２ 107 0.73

計 ― 6,820 45.96

(注) １　当社は自己株式900,864株を保有しておりますが、当該自己株式は議決権の行使が制限されるため、上記の大株

主から除いております。なお、発行済株式総数に対する所有株式数の割合は6.07％であります。

２　上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
日本マスタートラスト信託銀行株式会社
野村信託銀行株式会社

305千株
112千株
107千株
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

900,800
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

13,924,700
139,247 ―

単元未満株式
普通株式

13,849
― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 14,839,349― ―

総株主の議決権 ― 139,247 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株(議決権10個)含まれておりま

す。

２　「単元未満株式」には当社所有の自己株式64株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社
アイ・オー・データ機器

石川県金沢市
桜田町三丁目10番地

900,800 ― 900,800 6.07

計 ― 900,800 ― 900,800 6.07

　

　

(8) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

　
【株式の種類等】 会社法第155条第３号及び会社法第155条第７号による普通株式の取得

　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

　

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会(平成19年10月29日)での決議状況
(取得期間平成19年11月１日～平成20年６月30日)

300,000 200,000,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 300,000 176,407,300

残存決議株式の総数及び価額の総額 ― 23,592,700

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) ― 11.80

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合(％) ― 11.80

　

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会(平成19年12月25日)での決議状況
(取得期間平成20年１月７日～平成20年６月30日)

500,000 350,000,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 451,000 349,941,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 49,000 59,000

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 9.80 0.02

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合(％) 9.80 0.02

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 614 431,884

当期間における取得自己株式 152 93,920

(注)　当期間における取得自己株式には、平成20年９月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式数は含めておりません。
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(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式分割、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他(単元未満株式の買増請求) ― ― ― ―

保有自己株式数 900,864 ― 901,016 ―

(注)　当期間における保有自己株式数には、平成20年９月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式数は含めておりません。

　

３ 【配当政策】

当社の利益配分につきましては、健全なキャッシュ・フローと安定した財務体質を維持しつつ「株主の

皆様に対し安定的な利益還元を行うこと」と「中長期的な視野に立った資本政策のための内部留保の確

保」のバランスを保ちながら業績に応じた弾力的な配当政策を行っていくことを基本方針としておりま

す。当期におきましては新製品開発、新事業の本格的立上げに対する設備投資等を実施していく時期である

ことから引続き内部留保をしつつ、同時に株主の皆様のご要望にもお応えするため、１株につき前事業年度

に比較して５円増配の15円の期末配当を実施することを決定しました。

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機関

は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額 １株当たりの配当額

平成20年９月25日

定時株主総会決議
209百万円 15円

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第29期 第30期 第31期 第32期 第33期

決算年月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月 平成19年６月 平成20年６月

最高(円) 2,090(1,640)　1,1751,250 914 1,029

最低(円) 1,180 (878)　　825 690 598 529

(注)　株価は、平成16年12月12日以前は日本証券業協会におけるもので第30期は(　)表示をしており、平成16年12月13日

以降はジャスダック証券取引所におけるものであります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
１月

２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高(円) 642 661 705 914 1,029 1,020

最低(円) 573 573 595 695 880 880

(注)　株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役
社長

細　野　昭　雄 昭和19年３月18日生

昭和45年９月 ㈱バンテック・データ・サイエン

ス入社

(注)２ 4,514

昭和50年７月 同社退社

昭和51年１月 当社設立

代表取締役社長就任(現任)

昭和61年４月 ㈳石川県情報システム工業会

会長就任(現任)

平成元年３月 ㈲ホソノ(現㈲トレント)代表取締

役就任(現任)

平成５年７月 クリエイティブ・メディア㈱代表

取締役就任(現任)

平成８年１月 國際艾歐資訊股?有限公司代表取締

役就任(現任)

平成20年１月 I-O DATA America,Inc. President就

任(現任)

専務取締役 池　田　信　夫 昭和24年３月15日生

昭和57年11月 ㈱バンテック・システムサービス

入社

(注)２ 49

昭和59年５月 同社退社

昭和59年６月 当社入社

平成元年９月 取締役資材部部長就任

平成２年９月 常務取締役資材部部長就任

平成８年９月 専務取締役資材部部長就任

平成９年９月 専務取締役資材部部長兼管理部門

担当就任

平成14年７月 専務取締役営業部門担当兼管理部

門担当兼海外事業担当就任

平成16年３月 専務取締役営業部門担当兼海外事

業担当就任

平成17年７月 専務取締役海外事業担当就任

平成18年７月 専務取締役海外事業担当兼生産本

部長就任

平成19年７月 専務取締役就任(現任)

常務取締役 島　田　武　次 昭和22年11月14日生

昭和50年12月 東京システムサービス㈱入社

(注)２ 7

平成元年３月 同社退社

平成元年４月 当社入社

平成元年９月 監査役就任

平成３年９月 取締役管理部部長就任

平成４年11月 取締役営業部部長就任

平成８年９月 常務取締役営業部部長就任

平成10年10月 常務取締役営業部門担当兼本社営

業部部長就任

平成12年５月 常務取締役営業部門担当就任

平成14年７月 常務取締役開発部長兼マルチメ

ディア事業部長兼資材部担当就任

平成16年３月 常務取締役管理部門担当就任

平成19年７月 常務取締役就任(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(千株)

取締役
執行役員
営業本部長

川　田　　　浩 昭和39年２月17日

昭和61年４月 ㈱横山商会入社

(注)２ ―

平成５年３月 同社退社

平成５年３月 当社入社

平成８年１月 國際艾歐資訊股?有限公司取締役

就任

平成14年７月 資材部部長就任

平成16年７月 液晶ディスプレイユニットゼネラ

ルマネージャー就任

平成17年７月 営業本部長就任

平成17年９月 取締役営業本部長就任

平成19年７月 取締役執行役員営業本部長就任

(現任)

常勤
監査役

平　林　義　朗 昭和13年10月１日生

昭和35年11月 ㈴ウノケ電子工業(現㈱PFU)入社

(注)３ ―

昭和44年９月 同社取締役就任

平成元年４月 ㈱PFUソフトウェアラボラトリ代

表取締役社長就任

平成５年６月 ㈱PFU常勤監査役就任

平成８年９月 監査役就任

平成10年６月 ㈱PFU常任顧問就任

平成11年６月 ㈱PFU顧問就任

平成13年９月 常勤監査役就任(現任)

監査役 宮　崎　文　夫 昭和17年１月１日生

昭和55年８月 宮崎公認会計士事務所設立

(注)３ ―

昭和56年４月 宮崎文夫税理士事務所設立

平成元年１月 太田昭和監査法人(現　新日本監査

法人)代表社員

平成14年９月 監査役就任(現任)

監査役 水　谷　　　章 昭和19年８月４日生
昭和48年４月 弁護士登録

(注)４ ―
平成２年９月 監査役就任(現任)

監査役 金　井　行　雄 昭和23年10月30日生

昭和46年４月 ㈱北國銀行入行

(注)５ ―

平成10年６月 同行取締役人事部長就任

平成12年６月 同行取締役本店営業部長就任

平成14年４月 同行取締役営業統括部長就任

平成16年６月 同行常務取締役営業統括部担当役

付取締役兼営業統括部長就任

平成18年６月 同行専務取締役営業部門統括就任

平成19年６月 同行専務取締役企画部門統括就任

平成19年９月 監査役就任(現任)

平成20年６月 同行専務取締役(代表取締役)審査

部門統括就任(現任)

計 4,571

(注) １　監査役平林義朗、宮崎文夫、水谷章及び金井行雄は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２　取締役の任期は、平成20年６月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年６月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

３　監査役平林義朗及び宮崎文夫の任期は、平成18年６月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年６月期に係

る定時株主総会終結の時までであります。

４　監査役水谷章の任期は、平成20年６月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年６月期に係る定時株主総会

終結の時までであります。

５　監査役金井行雄の任期は、平成19年６月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年６月期に係る定時株主総

会終結の時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

　

コーポレートガバナンス(企業統治)に関する基本的な考え方

当社では、経営の透明性や健全性の向上とアカウンタビリティ(説明責任)を明確にするため、コーポレー

トガバナンスの強化に努めながら、経営環境の変化に迅速に対応できる組織体制を構築することを重要な

位置付けと考えております。

　

コーポレートガバナンス(企業統治)に関する施策の状況

会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の

状況は、提出日現在、下記の通りであります。

　

　

①　委員会等設置会社であるか監査役制度採用会社であるかの別

監査役制度を採用しております。

②　社外取締役、社外監査役の選任の状況

社外取締役はおりません。監査役は４名で構成されておりますが全員が社外監査役であり、そのうち

３名が非常勤であります。

③　役員報酬及び監査報酬

役員報酬

　取締役及び監査役に支払った報酬

　　　取締役　　　　78百万円

　　　監査役　　　　14百万円

　　　計　　　　　　93百万円

　上記の他、使用人兼務役員の使用人給与相当額(賞与含む)７百万円を支給しております。
監査報酬
　公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬　　18百万円
　上記以外の業務に基づく報酬の内容は、財務報告に係る内部統制の助言・指導等の報酬額が7百万

円あります。
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④　社外役員の専従スタッフの配置状況 
特定しておりませんが、適宜関係部署で対応しております。

⑤　各種委員会の概要
企業倫理とコンプライアンスの徹底を図るため、当社企業グループ従業員を対象とする「アイ・
オー・データ機器行動憲章」及び「アイ・オー・データ機器行動規範」を制定するとともに、コンプ
ライアンス委員会を平成16年８月30日に設置しております。
⑥　業務執行・監視の仕組み
毎月開催の定例取締役会において経営に関する全般的重要事項を協議・決定し、また毎週取締役に
加え部長以上で開催する経営会議において業務執行を協議・決定しております。それ以外に取締役間
で随時、会議、打合せを行ない、取締役相互の業務執行・監視を行っております。
⑦　内部統制の仕組み
当社は内部統制上の仕組みとして、監査役制度を導入しており、経営の不正、チェックに関する監査
役の権限・機能を強化するため監査役全員（常勤監査役１名、非常勤監査役３名）が社外監査役であ
ります。監査役は取締役会、経営会議等の重要会議への出席、稟議書、契約書等の重要文書の閲覧を行
い、定期的に取締役へのヒアリングの実施を行うとともに、内部統制機能のチェックを監査部門と連携
して実施しております。また会計監査人の監査にも立ち会い、当社と会計監査人で行われる各種の会議
に同席しております。
当社は会社における不祥事等のリスク発生を未然に防止するための内部統制システムとして社長直
下の監査室(専任３名)が内部監査を実施しており、社内業務活動全般に関し方針・計画・手続きの妥
当性や業務実施の有効性、法律、法令の遵守状況等について監査したり業務の改善に向け具体的な助言
・勧告を行っております。また、全社リスクマネジメントの推進については「コンプライアンス委員
会」が担当しております。
⑧　会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他利害関係の概要
社外取締役はおりません。社外監査役については、監査役全員が社外監査役であり当社との取引等の
利害関係はありません。
⑨　会計監査の状況
業務を執行した公認会計士の氏名
　指定社員　業務執行社員：上楽　光之、加藤　博久
所属する監査法人名
　監査法人トーマツ
監査業務に係る補助者の構成
　公認会計士　３名、会計士補等　７名

⑩　会社のコーポレートガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況
「コンプライアンス委員会」を中心に全社リスクマネジメントの教育・推進を図っております。ま
た経営の透明性を高めるために積極的なディスクロジャーを実施することが必要と考え、当社ホーム
ページ上にＩＲ情報の開示やニュースリリースを配信しているほか、専任のＩＲ担当を２名配置し適
時プレス発表を実施するほか、証券アナリスト・機関投資家向けの業績説明会だけでなく一般株主向
けの説明会も随時開催しております。
⑪　取締役の定数
当社の取締役は７名以内とする旨、定款に定めております。

⑫　取締役の選任の決議要件
当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を
有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、定款に定めております。
⑬　株主総会の特別決議要件
当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の決議は、議決権を行使することができる株主の議
決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨、定款に定めて
おります。これは株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を
行うことを目的とするものであります。
⑭　剰余金の配当等の決定機関
当社は、剰余金の配当等を機動的に実施するため、平成18年９月26日開催の当社定時株主総会におい
て、取締役会決議により会社法第459条第１項各号に掲げる剰余金の配当等ができる旨の定款変更を
行っております。
⑮　自己の株式の取得の決定機関
当社は、会社法第165条第２項の規定に基づき、機動的な資本政策遂行のため、取締役会の決議によっ
て市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款で定めております。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前連結会計年度(平成18年７月１日から平成19年６月30日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に

基づき、当連結会計年度(平成19年７月１日から平成20年６月30日まで)は、改正後の連結財務諸表規則

に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前事業年度(平成18年７月１日から平成19年６月30日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成19年７月１日から平成20年６月30日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、前連結会計年度(平成18年７月１日から平成19年６月30日まで)及び前事業年度(平成18年７月１

日から平成19年６月30日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当連結会計年度(平成19年７

月１日から平成20年６月30日まで)及び当事業年度(平成19年７月１日から平成20年６月30日まで)は金融

商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ連結財務諸表並びに財務諸表について、監査法人

トーマツにより監査を受けております。

　

３　金額単位の変更について

当社の連結財務諸表及び財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額は、従来、千円単位で記載してお

りましたが、当連結会計年度及び当事業年度より百万円単位で記載することに変更いたしました。

なお、比較を容易にするため、前連結会計年度及び前事業年度についても百万円単位に組替え表示してお

ります。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

　
前連結会計年度
(平成19年６月30日)

当連結会計年度
(平成20年６月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 6,477 5,605

　２　受取手形及び売掛金 ※２ 12,633 11,366

　３　たな卸資産 6,478 8,079

　４　デリバティブ債権 2,264 266

　５　繰延税金資産 1 38

　６　その他 534 506

　　　貸倒引当金 △99 △142

　　　流動資産合計 28,29181.0 25,71979.3

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産 ※１

　　(1) 建物及び構築物 1,193 1,150

　　(2) 土地 2,772 2,880

　　(3) その他 357 321

　　　有形固定資産合計 4,32312.4 4,35213.4

　２　無形固定資産 523 1.5 409 1.3

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 ※３ 677 787

　　(2) 繰延税金資産 332 458

　　(3) その他 762 710

　　　投資その他の資産合計 1,7725.1 1,9566.0

　　　固定資産合計 6,61819.0 6,71820.7

　　　資産合計 34,910100.0 32,437100.0
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　 前連結会計年度
(平成19年６月30日)

当連結会計年度
(平成20年６月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形及び買掛金 ※２ 10,351 9,523

　２　短期借入金 741 ―

　３　未払法人税等 108 286

　４　繰延税金負債 927 ―

　５　ポイント引当金 69 67

　６　その他 1,067 2,163

　　　流動負債合計 13,26638.0 12,04037.1

Ⅱ　固定負債

　１　退職給付引当金 171 184

　２　役員退職慰労引当金 133 129

　３　リサイクル費用引当金 300 377

　４　その他 300 55

　　　固定負債合計 906 2.6 747 2.3

　　　負債合計 14,17240.6 12,78739.4

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 3,588 3,588

　２　資本剰余金 4,308 4,308

　３　利益剰余金 11,361 12,381

　４　自己株式 △293 △820

　　　株主資本合計 18,96554.3 19,45760.0

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券評価
　　　差額金

65 △10

　２　繰延ヘッジ損益 1,377 76

　３　為替換算調整勘定 57 △79

　　　評価・換算差額等合計 1,5004.3 △13 △0.0

Ⅲ　少数株主持分 272 0.8 206 0.6

　　　純資産合計 20,73859.4 19,65060.6

　　　負債純資産合計 34,910100.0 32,437100.0
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② 【連結損益計算書】

　
前連結会計年度

(自　平成18年７月１日
　至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
　至　平成20年６月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 61,765100.0 62,968100.0

Ⅱ　売上原価 ※１ 54,98889.0 53,37684.8

　　　売上総利益 6,77611.0 9,59215.2

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※2,6 6,82111.0 7,49911.9

　　　営業利益又は
      営業損失(△)

△44 △0.0 2,0933.3

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 57 41

　２　仕入割引 31 98

　３　投資事業組合運用益 0 ―

　４　為替差益 349 ―

　５　その他 72 512 0.8 65 205 0.3

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 17 4

　２　売上割引 140 136

　３　持分法による投資損失 181 21

　４　為替差損 ― 291

　５　その他 16 356 0.6 28 481 0.7

　　　経常利益 111 0.2 1,8162.9

Ⅵ　特別利益

　１　貸倒引当金戻入益 3 ―

　２　固定資産売却益 ※３ 152 ―

　３　投資有価証券売却益 ― 2

　４　土地収用益 ― 156 0.2 13 16 0.0

Ⅶ　特別損失

　１　固定資産除却損 ※４ 14 13

　２　固定資産売却損 ※５ 63 ―

　３　投資有価証券評価損 181 8

　４　会員権評価損 ― 1

　５　製品不具合対策費 ※７ ― 260 0.4 400 423 0.7

　　　税金等調整前当期純利益 7 0.0 1,4082.2

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

156 363

　　　法人税等調整額 478 635 1.0 △157 206 0.3

　　　少数株主利益 29 0.0 36 0.0

　　　当期純利益又は
　　　当期純損失(△)

△657△1.0 1,1661.9
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日)

(単位　百万円)

株主資本 評価・換算差額等

少数株主

持分資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

その他有

価証券評

価差額金

繰延ヘッジ

損益

為替換算

調整勘定

平成18年６月30日残高 3,588 4,308 12,165△293 19,769 65 590 △14 238

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 ― ― △146 ― △146 ― ― ― ―

　当期純損失 ― ― △657 ― △657 ― ― ― ―

　自己株式の取得 ― ― ― △0 △0 ― ― ― ―

　自己株式の処分 ― ― ― 0 0 ― ― ― ―

　株主資本以外の項目の連結

　会計年度中の変動額(純額)
― ― ― ― ― △0 787 72 34

連結会計年度中の変動額合計 ― ― △804 △0 △804 △0 787 72 34

平成19年６月30日残高 3,588 4,308 11,361△293 18,965 65 1,377 57 272

　

当連結会計年度(自　平成19年７月１日　至　平成20年６月30日)

(単位　百万円)

株主資本 評価・換算差額等

少数株主

持分資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

その他有

価証券評

価差額金

繰延ヘッジ

損益

為替換算

調整勘定

平成19年６月30日残高 3,588 4,308 11,361△293 18,965 65 1,377 57 272

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 ― ― △146 ― △146 ― ― ― ―

　当期純利益 ― ― 1,166 ― 1,166 ― ― ― ―

　自己株式の取得 ― ― ― △526 △526 ― ― ― ―

　株主資本以外の項目の連結

　会計年度中の変動額(純額)
― ― ― ― ― △76 △1,300△137 △65

連結会計年度中の変動額合計 ― ― 1,019 △526 492 △76 △1,300△137 △65

平成20年６月30日残高 3,588 4,308 12,381△820 19,457△10 76 △79 206
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】
　

前連結会計年度
(自　平成18年７月１日
　至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
　至　平成20年６月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　　　税金等調整前当期純利益 7 1,408

　　　減価償却費 553 526

　　　役員退職慰労引当金減少額 △2 △3

　　　退職給付引当金増加額 19 12

　　　リサイクル費用引当金増加額 65 77

　　　貸倒引当金増減額(△減少額) △3 42

　　　受取利息及び受取配当金 △65 △49

　　　支払利息 17 4

　　　為替差損益(△差益) 0 △1

　　　持分法による投資損失 181 21

　　　固定資産除却損 14 13

　　　投資事業組合運用損益(△運用益) △0 0

　　　売上債権の減少額 2,015 931

　　　たな卸資産の増加額 △47 △1,777

　　　仕入債務の増減額(△減少額) 1,993 △633

　　　未払消費税等の増減額(△減少額) △51 164

　　　その他増減額 △13 514

　　　　小計 4,684 1,253

　　　利息及び配当金の受取額 75 49

　　　利息の支払額 △16 △3

　　　法人税等の支払額 △189 △188

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 4,554 1,110
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　 前連結会計年度
(自　平成18年７月１日
　至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
　至　平成20年６月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形無形固定資産の取得による支出 △428 △434

　　　有形固定資産の売却による収入 731 ―

　　　投資有価証券の取得による支出 △9 △49

　　　投資有価証券の売却による収入 ― 54

　　　投資事業組合からの分配投資による収入 6 ―

　　　保険契約による支出 △0 ―

　　　保険契約解約による収入 22 ―

　　　その他投資による支出 △34 △5

　　　その他投資による収入 30 7

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー 317 △428

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　短期借入金の純増減(△減少額) △2,258 △672

　　　少数株主からの払込による収入 ― 16

　　　配当金の支払額 △147 △147

　　　自己株式の取得による支出 △0 △526

　　　自己株式の処分による収入 0 ―

　　　少数株主への配当金の支払額 △12 △16

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △2,418 △1,346

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 110 △173

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額 2,564 △838

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 3,913 6,477

Ⅶ　連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 ※２ ― △33

Ⅷ　現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 6,477 5,605
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
　

項目
前連結会計年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

１　連結の範囲に関する事項 子会社は、全て連結しております。
　連結子会社の数　４社
　子会社名
　　國際艾歐資訊股?有限公司
　　艾歐資訊横山(香港)有限公司
　　I-O&YT Pte. Ltd.
　　艾欧北菱横山(上海)貿易有限公司

子会社は、全て連結しております。
　連結子会社の数　４社
　子会社名
　　國際艾歐資訊股?有限公司
　　艾歐資訊横山(香港)有限公司
　　艾欧北菱横山(上海)貿易有限公司
　　I-O DATA America, Inc.

　なお、I-O DATA America, Inc.につい
ては、当連結会計年度において新たに設
立したため、連結の範囲に含めておりま
す。
　また、前連結会計年度まで連結子会社
であったI-O & YT Pte.Ltd.は、平成20
年２月に行った増資により当社の議決
権比率が低下したため、当連結会計年度
末では関連会社としております。なお、
平成19年12月31日までの期間について
は連結し、平成20年１月１日以降は持分
法を適用しております。

２　持分法の適用に関する事
項

持分法を適用した関連会社数　２社
　関連会社名

クリエイティブ・メディア株式会
社、I-O DATA DEVICE USA, INC.

持分法を適用した関連会社数　３社
　関連会社名
　　I-O & YT Pte. Ltd.、クリエイ
　　ティブ・メディア株式会社、
　　I-O DATA DEVICE USA, INC.

３　連結子会社の事業年度等
に関する事項

　連結子会社のうち、艾欧北菱横山(上
海)貿易有限公司の決算日は12月31日で
あります。
　連結財務諸表の作成に当たっては連結
決算日現在で実施した仮決算に基づく
財務諸表を使用しております。なお、そ
の他の連結子会社の事業年度の末日は、
連結決算日と一致しております。

同左

４　会計処理基準に関する事
項

　(1) 重要な資産の評価基準
及び評価方法

①　有価証券
　　　その他有価証券
　　　　時価のあるもの

①　有価証券
　　　その他有価証券
　　　　時価のあるもの

　　　　　決算日の市場価格等に基づく時
価法

　　　　　(評価差額は全部純資産直入法に
より処理し、売却原価は移
動平均法により算定)

同左

　　　　時価のないもの
　　　　　移動平均法による原価法

　　　　時価のないもの
同左

②　デリバティブ
　　　時価法

②　デリバティブ
同左

③　たな卸資産
　　　商品
　　　　総平均法による原価法

③　たな卸資産
　　　商品

同左

　　　製品・仕掛品
　　　　総平均法による原価法

　　　製品・仕掛品
同左

　　　原材料
　　　　総平均法による低価法

　　　原材料
同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

　(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

①　有形固定資産

　　　主として定率法

　　　　なお、当社は、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物附属設

備を除く)については定額法を

採用しております。

　　　　主な資産の耐用年数は下記の通り

であります。

　　　　建物及び構築物　　10～38年

①　有形固定資産

　　　主として定率法

　　　　なお、当社は、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物附属設

備を除く)については定額法を

採用しております

　　　　主な資産の耐用年数は下記の通り

であります。

　　　建物及び構築物　　10～41年

(追加情報)

　平成19年度の法人税法の改正に伴い、

当社が平成19年３月31日以前に取得し

た資産については、償却可能限度額まで

償却が終了した翌連結会計年度から取

得価額の５％相当額と備忘価額との差

額を５年間で均等償却する方法によっ

ております。

　当該変更に伴う損益に与える影響は軽

微であります。

②　無形固定資産

　　　定額法

　　　　なお、自社利用のソフトウエアに

ついては、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定額法を

採用しております。

②　無形固定資産

同左

　(3) 重要な引当金の計上基

準

①　貸倒引当金

　　　　債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。

①　貸倒引当金

同左

②　ポイント引当金

　顧客に付与したポイントの将

来の利用に備えるため、当連結

会計年度末における将来利用見

込み額を計上しております。

②　ポイント引当金

　顧客に付与したポイントの将

来の利用に備えるため、当連結

会計年度末における将来利用見

込み額を計上しております。

（追加情報）

　当連結会計年度において、当社

のインターネット直販サイト

「ioPLAZA」にて販売促進を目

的 と し た ポ イ ン ト 制 度

(「ioPLAZAポイント」)を開始

したことに伴い、当連結会計年

度よりポイント引当金を計上し

ております。
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

③　退職給付引当金

　　　　従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。

　　　　数理計算上の差異は、各連結会計

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数(５年)による定額法により

按分した額を、それぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理す

ることとしております。

③　退職給付引当金

同左

④　役員退職慰労引当金

　　　　当社役員の退職慰労金の支給に備

えるため、役員退職慰労金内規

に基づく要支給額を計上してお

ります。

　　　　なお、当社は平成17年９月28日開

催の定時株主総会終結の時を

もって、役員退職慰労金制度を

廃止し、同日までの役員の在任

期間に対する退職慰労金を支給

することとしております。これ

により同日以降の役員退職慰労

引当金の繰入は行っておりませ

ん。

④　役員退職慰労引当金

同左

⑤　リサイクル費用引当金

　　　　リサイクル対象製品等の回収及び

再資源化の支出に備えるため、

売上台数を基準として支出見込

額を計上しております。

⑤　リサイクル費用引当金

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

　(4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物等為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社等の資産及び負債

は、連結決算日の直物等為替相場によ

り円貨に換算し、収益及び費用は期中

平均相場により円貨に換算し、換算差

額は純資産の部における評価・換算差

額等の「為替換算調整勘定」及び少数

株主持分に含めて計上しております。

同左

　(5) 重要なヘッジ会計の方

法

①　ヘッジ会計の方法

　　　通貨オプション、為替予約に係る評

価損益は繰延ヘッジ処理によっ

ております。

①　ヘッジ会計の方法

同左

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　ヘッジ手段　通貨オプション、為替

予約

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　　　ヘッジ対象　外貨建予定取引等の一

部

③　ヘッジ方針

　　　　取引権限及び取引限度額等を定め

た社内ルールに基づき、外貨建

取引の為替変動によるリスクの

軽減・相殺を目的として、ヘッ

ジを行うことを原則としており

ます。

　　　　なお、取引の契約先は信用度の高

い銀行等に限定されており、相

手先の契約不履行によるリスク

はほとんどないと判断しており

ます。

③　ヘッジ方針
同左

　(6) その他連結財務諸表作

成のための基本となる

重要な事項

　　消費税等の会計処理

　　　　消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

　　消費税等の会計処理

同左

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては、全面時価評価法を採用して

おります。

同左

６　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっております。

同左
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(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更)

前連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

　　固定資産の減価償却方法の変更
　当連結会計年度より、平成19年度の法人税法の改正に
伴い、当社が平成19年４月１日以降に取得した固定資
産の減価償却額の計算方法については、改正後の法人
税法に定める方法によっております。
　この変更による損益への影響は軽微であります。

―――

　

　

(表示方法の変更)

前連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

１　前連結会計年度において流動資産の「その他」に含

めて表示しておりました「デリバティブ債権」は、資

産総額の100分の５を超えたため、当連結会計年度より

区分掲記しております。

　　なお、前連結会計年度の流動資産の「その他」に含ま

れている「デリバティブ債権」は、816百万円でありま

す。

 

―――

２　前連結会計年度において流動負債の「その他」に含

めて表示しておりました「繰延税金負債」は、負債及

び純資産の合計額の100分の１を超えたため、当連結会

計年度より区分掲記しております。

　　なお、前連結会計年度の流動負債の「その他」に含ま

れている「繰延税金負債」は、20百万円であります。
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注記事項

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成19年６月30日)

当連結会計年度
(平成20年６月30日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額 3,327百万円

　

※１　有形固定資産の減価償却累計額 3,593百万円

　

※２　連結会計年度末日満期手形の会計処理は、手形交換

日をもって決済処理しております。従って、当連結会

計年度末は金融機関の休日であったため、連結会計

年度末日満期手形が以下の科目に含まれておりま

す。

　　受取手形及び売掛金 162百万円

　　支払手形及び買掛金 902百万円

 

※２　　　　　　　　―――

 

　　

　　

※３　　　　　　　　――― ※３　関係会社に対するものは次の通りであります。

　　投資有価証券(株式) 250百万円

 
　

　

(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

※１　売上原価に含まれるたな卸資産の低価法評価損

　　原材料評価損 3百万円

 

※１　売上原価に含まれるたな卸資産の低価法評価損

　　原材料評価損 10百万円

 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

　　広告宣伝費 519百万円

　　ポイント引当金繰入額 69百万円

　　給料手当・賞与 1,838百万円

　　荷造運賃 1,045百万円

　　研究開発費 953百万円

 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

　　広告宣伝費 558百万円

　　ポイント引当金繰入額 67百万円

　　貸倒引当金繰入額 43百万円

　　給料手当・賞与 2,146百万円

　　荷造運賃 1,072百万円

　　研究開発費 1,075百万円

 

※３　固定資産売却益の内訳

　　土地 152百万円

　　有形固定資産その他 0百万円

　　　　　計 152百万円

 

※３　　　　　　　　　―――

　　　　　　　

　　

　　　　

 

※４　固定資産除却損の内訳

　　建物及び構築物 6百万円

　　有形固定資産その他 7百万円

　　無形固定資産 1百万円

　　　　　計 14百万円

 

※４　固定資産除却損の内訳

　　建物及び構築物 1百万円

　　有形固定資産その他 1百万円

　　無形固定資産 10百万円

　　その他 0百万円

　　　　　計 13百万円

 

※５　固定資産売却損の内訳

　　建物及び構築物 63百万円

 

※５　　　　　　　　　―――

　　

 

※６　一般管理費に含まれる研究開発費

953百万円

※７　　　　　　　―――

※６　一般管理費に含まれる研究開発費

1,075百万円

※７　製品不具合対策費
　当社が特定顧客向けに販売した製品について、部
品交換など一連の修理に係る費用を特別損失に計
上するものであります。
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 14,839,349 ― ― 14,839,349

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 148,896 366 12 149,250

(注) １　自己株式の増加366株は、単元未満株式の買取による増加であります。

２　自己株式の減少12株は、単元未満株式の買増請求による売渡であります。

　

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配
当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年９月26日
定時株主総会

普通株式 146 10.00平成18年６月30日 平成18年９月27日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議
株式の
種類

配当の
原資

配当金の総額
(百万円)

1株当たり配
当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年９月27日
定時株主総会

普通株式
利益
剰余金

146 10.00平成19年６月30日 平成19年９月28日
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当連結会計年度(自　平成19年７月１日　至　平成20年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 14,839,349 ― ― 14,839,349

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 149,250 751,614 ― 900,864

(注) １　自己株式の増加751,614株のうち、751,000株は会社法第165条第２項の規定による定款の定めに基づく取得に

よる増加、614株は単元未満株式の買取による増加であります。

　

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配
当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年９月27日
定時株主総会

普通株式 146 10.00平成19年６月30日 平成19年９月28日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議予定 株式の種類
配当の
原資

配当金の総額
(百万円)

1株当たり配
当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年９月25日
定時株主総会

普通株式
利益
剰余金

209 15.00平成20年６月30日 平成20年９月26日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 6,477百万円

現金及び現金同等物 6,477百万円

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 5,605百万円

現金及び現金同等物 5,605百万円

 

※２　　　　　　　　――― ※２　議決権比率の低下により連結子会社でなくなった

I-O & YT Pte. Ltd.の連結除外時の資産及び負債の

内訳は次のとおりであります。

流動資産 818百万円

固定資産 32　　　

資産合計 850

流動負債 479

固定負債 0

負債合計 479
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(有価証券関係)

１　その他有価証券で時価のあるもの

前連結会計年度(平成19年６月30日) 当連結会計年度(平成20年６月30日)

取得原価
(百万円)

連結貸借対
照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

取得原価
(百万円)

連結貸借対
照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

るもの

(1) 株式 393 500 107 72 102 30

(2) 債券 ― ― ― ― ― ―

(3) その他 ― ― ― ― ― ―

小計 393 500 107 72 102 30

連結貸借対照表計上

額が取得原価を超え

ないもの

(1) 株式 1 1 △0 370 320 △49

(2) 債券 ― ― ― ― ― ―

(3) その他 ― ― ― ― ― ―

小計 1 1 △0 370 320 △49

合計 394 502 107 443 423 △19

(注) １　　前連結会計年度において、上記のほか、投資その他の資産の「投資有価証券」に含まれる投資事業組合が所有
する有価証券について、取得原価と貸借対照表計上額との差額が２百万円あります。

２　　当連結会計年度において、上記のほか、投資その他の資産の「投資有価証券」に含まれる投資事業組合が所有
する有価証券について、取得原価と貸借対照表計上額との差額が１百万円あります。

　

２　時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

前連結会計年度(平成19年６月30日) 当連結会計年度(平成20年６月30日)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

その他有価証券

　非上場株式 149 91

　非上場社債 99 ―

　投資事業組合出資金 25 21
　　　
３　その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額

　　前連結会計年度(平成19年６月30日)

区　　　分
1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

①債券

　　国債・地方債等 ― ― ― ―

　　社債 99 ― ― ―

　　その他 ― ― ― ―

②その他 ― ― ― ―

　　　合　　　　計 99 ― ― ―

　

　　当連結会計年度(平成20年６月30日)

　　　該当事項はありません。
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(デリバティブ取引関係)

１　取引の状況に関する事項

前連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

①　取引の内容

　利用しているデリバティブ取引は、通貨オプション、為

替予約取引であります。

①　取引の内容

同左

②　取引に対する取組方針

　デリバティブ取引は、将来の為替の変動によるリスク回

避を目的としており、投機的取引は行わない方針であ

ります。

②　取引に対する取組方針

同左

③　取引の利用目的

　デリバティブ取引は、外貨建予定取引の為替変動リスク

を回避する目的で利用しております。

③　取引の利用目的

同左

④　取引に係るリスクの内容

　利用している通貨オプション、為替予約取引は、為替相

場の変動によるリスクを有しておりますが、外貨建予

定取引が有している為替相場の変動リスクを相殺する

ことを目的としており、その効果によりさらされてい

る為替相場の変動リスクの絶対量は小さくなっており

ます。

　なお、デリバティブ取引の契約先の契約不履行によるリ

スク(信用リスク)を有しておりますが、契約先は信用

度の高い銀行等であるため、信用リスクはほとんどな

いと判断しております。

④　取引に係るリスクの内容

同左

⑤　取引に係るリスクの管理体制

　取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額

等を定めた社内ルールに基づき行っております。

⑤　取引に係るリスクの管理体制

同左

⑥　取引の時価等に関する事項についての補足説明

　取引の時価等に関する事項についての契約額等は、あく

までもデリバティブ取引における名目的な契約額、ま

たは計算上の想定元本であり、当該金額自体がデリバ

ティブ取引の大きさを示すものではありません。

⑥　取引の時価等に関する事項についての補足説明

同左
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２　取引の時価等に関する事項

　

　前連結会計年度(自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日)

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

　通貨関連
取引種類 契約額等(百万円) うち１年超

(百万円)

時価(百万円) 評価損益(百万円)

為替予約取引(注２)

　　買建　　　　米ドル 860 ― △1 △1

オプション取引(注１、２)

　　買建　　　　米ドル 225 ― 21 21

合　　計 1,085 ― 19 19

(注) １　オプション取引はゼロコストオプションであり、コールオプション及びプットオプションが一体の契約のた

め、一括して記載しております。

２　時価の算定方法

　　　為替予約取引　・・・先物為替相場によっております。

　　　オプション取引・・・取引金融機関から提示された価格によっております。

３　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。

　

　当連結会計年度(自　平成19年７月１日　至　平成20年６月30日)

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

　通貨関連(市場取引以外の取引)
取引種類 契約額等(百万円) うち１年超

(百万円)

時価(百万円) 評価損益(百万円)

為替予約取引(注１)

　　買建　　　　米ドル 715 ― 23 23

合　　計 715 ― 23 23

(注) １　時価の算定方法

　　　為替予約取引　・・・取引金融機関から提示された価格によっております。

２　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。
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(退職給付関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

１　採用している退職給付制度の概要

　当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制

度を設けております。

１　採用している退職給付制度の概要

同左

２　退職給付債務に関する事項

(平成19年６月30日)

イ　退職給付債務 △509百万円

ロ　年金資産 325

ハ　未積立退職給付債務(イ＋ロ) △184

ニ　未認識数理計算上の差異 12

ホ　退職給付引当金(ハ＋ニ) △171
 

２　退職給付債務に関する事項

(平成20年６月30日)

イ　退職給付債務 △544百万円

ロ　年金資産 347

ハ　未積立退職給付債務(イ＋ロ) △196

ニ　未認識数理計算上の差異 12

ホ　退職給付引当金(ハ＋ニ) △184
 

３　退職給付費用に関する事項

(自平成18年７月１日至平成19年６月30日)

イ　勤務費用 51百万円

ロ　利息費用 9

ハ　期待運用収益 △3

ニ　数理計算上の差異の費用処理額 0

ホ　退職給付費用 58
 

３　退職給付費用に関する事項

(自平成19年７月１日至平成20年６月30日)

イ　勤務費用 52百万円

ロ　利息費用 10

ハ　期待運用収益 △3

ニ　数理計算上の差異の費用処理額 △8

ホ　退職給付費用 50
 

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　イ　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

　ロ　割引率  期末　2.0％

　ハ　期待運用収益率 1.0％

　ニ　数理計算上の差異の処理年数

　各連結会計年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数(５年)による定額

法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会

計年度から費用処理することとしております。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　イ　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

　ロ　割引率 期末　2.0％

　ハ　期待運用収益率 1.0％

　ニ　数理計算上の差異の処理年数

同左

　

次へ

EDINET提出書類

株式会社アイ・オー・データ機器(E01994)

有価証券報告書

49/86



(税効果会計関係)

前連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　　繰延税金資産(流動)

　　　たな卸資産評価額 132百万円

　　　売上値引 147

　　　未払費用 84

　　　繰越欠損金 584

　　　その他 85

　　　　繰延税金資産小計 1,035

　　　　評価性引当額 △880

　　　　繰延税金資産合計 155

　　繰延税金負債(流動)

　　　繰延ヘッジ損益 △934百万円

　　　子会社の留保利益 △143

　　　その他 △3

　　　　繰延税金負債合計 △1,080

　　　繰延税金資産(負債)の純額 △925

 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

　　繰延税金資産(流動)

　　　たな卸資産評価額 114百万円

　　　売上値引 147

　　　未払費用 193

　　　貸倒引当金限度超過額

　　　製品不具合対策費

55

161

　　　その他 193

　　　　繰延税金資産小計 864

　　　　評価性引当額 △590

　　　　繰延税金資産合計 274

　　繰延税金負債(流動)

　　　繰延ヘッジ損益 △98百万円

　　　在外関係会社の留保利益 △125

　　　その他 △12

　　　　繰延税金負債合計 △235

　　　繰延税金資産(負債)の純額 38

　　繰延税金資産(固定)

　　　減価償却限度超過額 326百万円

　　　保証修理費 128

　　　退職給付引当金 69

　　　役員退職慰労引当金 54

　　　リサイクル費用引当金 121

　　　その他 186

　　　　繰延税金資産小計 886

　　　　評価性引当額 △368

　　　　繰延税金資産合計 518

　　繰延税金負債(固定)

　　　固定資産圧縮積立金 △141百万円

　　　その他有価証券評価差額金 △44

　　　その他 △0

　　　　繰延税金負債合計 △186

　　　繰延税金資産(負債)の純額 332

(注)　繰延税金資産及び繰延税金負債の純額は連結貸借

対照表の以下の項目に含まれております。

　　　　流動資産－繰延税金資産 1百万円

　　　　固定資産－繰延税金資産 332

　　　　流動負債－繰延税金負債 927

　　　　固定負債－その他 0

　　繰延税金資産(固定)

　　　減価償却限度超過額 290百万円

　　　保証修理費 116

　　　退職給付引当金 74

　　　役員退職慰労引当金 52

　　　リサイクル費用引当金 152

　　　その他 233

　　　　繰延税金資産小計 919

　　　　評価性引当額 △319

　　　　繰延税金資産合計 600

　　繰延税金負債(固定)

　　　固定資産圧縮積立金 △140百万円

　　　その他 △0

　　　　繰延税金負債合計 △141

　　　繰延税金資産(負債)の純額 458

 

(注)　繰延税金資産及び繰延税金負債の純額は連結貸借対

照表の以下の項目に含まれております。

　　　　流動資産－繰延税金資産 38百万円

　　　　固定資産－繰延税金資産 458

　　　　

　　　　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

　　　法定実効税率 40.4％

　　　(調整)

　　　評価性引当額の増減 7,152.0％

　　　持分法による投資損失 985.8％

　　　均等割 227.8％

　　　その他 112.6％
　　　税効果会計適用後の法人税等
　　　の負担率

8,518.6％

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

　　　法定実効税率 40.4％

　　　(調整)

　　　評価性引当額の増減 △24.0％

　　　均等割 1.2％

　　　その他 △3.0％

　　　税効果会計適用後の法人税等
　　　の負担率

14.6％
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日)及び当連結会計年度(自　平成19年７月

１日　至　平成20年６月30日）

当企業グループの事業はパソコン用周辺機器の製造・販売事業のみであるため、事業の種類別セグメ

ント情報は記載しておりません。

　

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日)

　
日本
(百万円)

アジア
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 59,678 2,086 61,765 ― 61,765

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

115 26,976 27,091 (27,091) ―

計 59,793 29,063 88,856 (27,091) 61,765

営業費用 59,696 28,713 88,409 (26,599) 61,809

営業利益又は営業損失(△) 97 350 447 (492) △44

Ⅱ　資産 30,611 5,533 36,144 (1,233) 34,910

(注) １　国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２　本邦以外の区分に属する地域の内訳は、次のとおりであります。

　　　　アジア………台湾、中国及びシンガポール

３　「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容は以下のとおり

　
当連結会計年度
(百万円)

主な内容

消去又は全社の項目に含め
た配賦不能営業費用の金額

430提出会社の管理部門に係る費用

消去又は全社の項目に含め
た全社資産

1,097
提出会社の長期投資資金(投資有価証券等)及び
管理部門に係る資産等
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当連結会計年度(自　平成19年７月１日　至　平成20年６月30日)

　
日本
(百万円)

アジア
(百万円)

その他　　　
（百万円）

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に対する売上高 60,953 2,014 0 62,968 ― 62,968

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

523 28,088 74 28,686(28,686) ―

計 61,47630,103 75 91,655(28,686)62,968

営業費用 59,35129,729 72 89,153(28,278)60,875

営業利益 2,125 373 2 2,501 (408) 2,093

Ⅱ　資産 29,221 6,104 14 35,340 (2,902)32,437

(注) １　国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２　本邦以外の区分に属する地域の内訳は、次のとおりであります。

　　　　アジア………台湾、中国及びシンガポール

　　　　その他………米国

３　「消去又は全社」に含めた金額及び主な内容は以下のとおり

　
当連結会計年度
(百万円)

主な内容

消去又は全社の項目に含め
た配賦不能営業費用の金額

565提出会社の管理部門に係る費用

消去又は全社の項目に含め
た全社資産

986
提出会社の長期投資資金(投資有価証券等)及び
管理部門に係る資産等

　

【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日)及び当連結会計年度(自　平成19年７月

１日　至　平成20年６月30日)

海外売上高は連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度(自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日)

　　　　　該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成19年７月１日　至　平成20年６月30日)

１　役員及び個人主要株主等

　

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社等

有限会社
トレント

石川県

金沢市
50

動産の賃貸
業。不動産
の売買、賃
貸、管理及
び仲介業。
損害保険代
理業。

(被所有)
直接
1.82

役員の兼
任・・・
　1名

―
不動産の購
入

125 ― ―

(注) １　上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。

２　有限会社トレントは、当社の代表取締役社長細野昭雄及びその近親者が議決権の100％を所有しております。

３　取引条件ないし取引条件の決定方針等

　　不動産鑑定士の鑑定価格を勘案して交渉により決定しており、引渡時に全額の支払いをしております。
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(１株当たり情報)

項目
前連結会計年度

(自　平成18年７月１日
　至　平成19年６月30日)

当連結会計年度

(自　平成19年７月１日

　至　平成20年６月30日)

１株当たり純資産額 1,393円17銭 1,394円98銭

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)金額

△44円73銭 81円05銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額

　潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

(注)　算定上の基礎

　　　１　１株当たりの純資産額

項目
前連結会計年度末

(平成19年６月30日)

当連結会計年度末

(平成20年６月30日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計

額(百万円)
20,738 19,650

普通株式に係る純資産額(百万円) 20,465 19,443

差額の主な内訳(百万円)

　少数株主持分 272 206

普通株式の発行済株式数(千株) 14,839 14,839

普通株式の自己株式数(千株) 149 900

１株当たり純資産額の算定に用いら

れた普通株式の数(千株)
14,690 13,938

２　１株当たり当期純利益又は当期純損失金額

項目

前連結会計年度

（自　平成18年７月１日

　至　平成19年６月30日)

当連結会計年度

(自　平成19年７月１日

　至　平成20年６月30日)

連結損益計算書上の当期純利益

又は当期純損失(△)　(百万円)
△657 1,166

普通株式に係る当期純利益

又は当期純損失(△)　(百万円)
△657 1,166

普通株式の期中平均株式数(千株) 14,690 14,390

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり当期純利益の算

定に含まれなかった潜在株式の概要

――― ―――

　

　

(重要な後発事象)

　
前連結会計年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

――― ―――
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 741 ― ― ―

合計 741 ― ― ―

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】
　

前事業年度
(平成19年６月30日)

当事業年度
(平成20年６月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 4,331 3,636

　２　受取手形 ※３ 963 656

　３　売掛金 10,671 10,485

　４　有価証券 99 ―

　５　商品 102 43

　６　製品 4,946 5,785

　７　原材料 530 489

　８　仕掛品 7 6

　９　貯蔵品 1 2

　10　前渡金 0 3

　11　前払費用 140 132

　12　繰延税金資産 ― 150

　13　関係会社短期貸付金 591 428

　14　デリバティブ債権 2,264 266

　15　未収入金 78 196

　16　その他 13 97

　　　貸倒引当金 △364 △152

　　　流動資産合計 ※１ 24,37878.1 22,22876.8

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産

　　(1) 建物 2,794 2,827

　　　　減価償却累計額 1,624 1,170 1,701 1,125

　　(2) 構築物 148 145

　　　　減価償却累計額 125 23 121 24

　　(3) 車両運搬具 21 21

　　　　減価償却累計額 17 4 16 4

　　(4) 工具器具備品 1,882 2,057

　　　　減価償却累計額 1,540 342 1,742 315

　　(5) 土地 2,772 2,880

　　　有形固定資産合計 4,31213.8 4,35115.0

　２　無形固定資産

　　(1) ソフトウェア 483 386

　　(2) 電話加入権 11 11

　　(3) その他 27 9

　　　無形固定資産合計 521 1.7 408 1.4
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　 前事業年度
(平成19年６月30日)

当事業年度
(平成20年６月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 677 536

　　(2) 関係会社株式 239 264

　　(3) 長期前払費用 138 94

　　(4) 保証金 185 182

　　(5) 保険積立金 411 411

　　(6) 繰延税金資産 332 458

　　(7) その他 12 11

　　　投資その他の資産合計 1,9966.4 1,9596.8

　　　固定資産合計 6,83121.9 6,71823.2

　　　資産合計 31,209100.0 28,946100.0

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形 ※３ 4,851 3,534

　２　買掛金 ※１ 4,049 3,757

　３　短期借入金 500 ―

　４　未払金 727 1,128

　５　未払費用 206 473

　６　未払法人税等 26 270

　７　未払消費税等 6 160

　８　繰延税金負債 784 ―

　９　前受金 ― 172

　10　預り金 15 18

　11　デリバティブ債務 ― 124

　12　ポイント引当金 69 67

　13　その他 70 51

　　　流動負債合計 11,30836.2 9,75833.7

Ⅱ　固定負債

　１　退職給付引当金 171 184

　２　役員退職慰労引当金 133 129

　３　リサイクル費用引当金 300 377

　４　その他 53 55

　　　固定負債合計 658 2.1 747 2.6

　　　負債合計 11,96738.3 10,50536.3
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前事業年度

(平成19年６月30日)
当事業年度

(平成20年６月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 3,58811.5 3,58812.4

　２　資本剰余金

　　(1) 資本準備金 1,000 1,000

　　(2) その他資本剰余金 3,308 3,308

　　　　資本剰余金合計 4,30813.8 4,30814.9

　３　利益剰余金

　　(1) その他利益剰余金

　　　　固定資産圧縮積立金 208 207

　　　　別途積立金 10,900 9,800

　　　　繰越利益剰余金 △912 1,290

　　　　利益剰余金合計 10,19532.7 11,29839.0

　４　自己株式 △293△0.9 △820△2.8

　　　株主資本合計 17,79957.1 18,37463.5

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券評価
　　　差額金

65 0.2 △10 △0.0

　２　繰延ヘッジ損益 1,3774.4 76 0.2

　　　評価・換算差額等合計 1,4434.6 65 0.2

　　　純資産合計 19,24261.7 18,44063.7

　　　負債純資産合計 31,209100.0 28,946100.0
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② 【損益計算書】

　
前事業年度

(自　平成18年７月１日
　至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
　至　平成20年６月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高

　１　製品売上高 58,965 60,661

　２　商品売上高 828 59,793100.0 815 61,476100.0

Ⅱ　売上原価

　１　製品売上原価

　　(1) 製品期首たな卸高 4,737 4,946

　　(2) 当期製品製造原価 ※１ 53,488 53,322

合計 58,225 58,269

　　(3) 他勘定振替高 ※２ 168 177

　　(4) 製品期末たな卸高 4,946 5,785

　　(5) 原材料評価損 3 53,113 10 52,316

　２　商品売上原価

　　(1) 商品期首たな卸高 123 102

　　(2) 当期商品仕入高 ※１ 798 727

合計 922 829

　　(3) 他勘定振替高 ※３ 0 0

　　(4) 商品期末たな卸高 102 819 43 786

　　　売上原価合計 53,93390.2 53,10386.4

　　　売上総利益 5,8609.8 8,37313.6

Ⅲ　販売費及び一般管理費

　１　広告宣伝費 514 554

　２　ポイント引当金繰入額 69 67

　３　荷造運賃 777 732

　４　貸倒引当金繰入額 158 26

　５　役員報酬 91 93

　６　給料手当 1,330 1,341

　７　賞与 233 543

　８　支払手数料 420 466

　９　減価償却費 206 201

　10　研究開発費 ※４ 953 1,075

　11　その他 1,579 6,33510.6 1,710 6,81311.1

　　　営業利益又は
　　　営業損失(△)

△474△0.8 1,5602.5
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　 前事業年度
(自　平成18年７月１日
　至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
　至　平成20年６月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 22 22

　２　受取配当金 ※１ 108 271

　３　仕入割引 31 98

　４　投資事業組合運用益 0 ―

　５　為替差益 207 ―

　６　その他 52 424 0.7 56 449 0.7

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 14 1

　２　売上割引 140 136

　３　為替差損 ― 19

　４　その他 13 168 0.3 21 179 0.2

　　　経常利益又は
　　　経常損失(△)

△218△0.4 1,8293.0

Ⅵ　特別利益

　１　固定資産売却益 ※５ 152 ―

　２　投資有価証券売却益 ― 2

　３　土地収用益 ― 152 0.3 13 16 0.0

Ⅶ　特別損失

　１　固定資産除却損 ※６ 14 13

　２　固定資産売却損 ※７ 63 ―

　３　会員権評価損 ― 1

　４　関係会社株式評価損 59 ―

　５　投資有価証券評価損 181 8

　６　製品不具合対策費 ※８ ― 320 0.5 400 423 0.7

　　　税引前当期純利益又は
　　　税引前当期純損失(△)

△386△0.6 1,4222.3

　　　法人税、住民税及び
　　　事業税

34 300

　　　法人税等調整額 499 533 0.9 △127 173 0.3

　　　当期純利益又は
　　　当期純損失(△)

△920△1.5 1,2492.0
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製造原価明細書

　
前事業年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ　材料費 50,790 93.3 50,443 92.6

Ⅱ　労務費 858 1.6 1,002 1.8

Ⅲ　経費 ※１ 2,799 5.1 3,035 5.6

　　当期総製造費用 54,448100.0 54,481100.0

　　期首仕掛品たな卸高 11 7

合計 54,460 54,488

　　期末仕掛品たな卸高 7 6

　　他勘定振替高 ※２ 964 1,159

　　当期製品製造原価 53,488 53,322

　

(脚注)

　
前事業年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

※１　経費の内容は次のとおりであります。

外注加工費 1,420百万円

ロイヤリティ 637

減価償却費 341

支払手数料 62

その他 336

計 2,799百万円

 

※１　経費の内容は次のとおりであります。

外注加工費 1,590百万円

ロイヤリティ 691

減価償却費 321

支払手数料 67

その他 364

計 3,035百万円

 

※２　他勘定振替高の内容は次のとおりであります。

研究開発費 953百万円

広告宣伝費 11

計 964百万円

 

※２　他勘定振替高の内容は次のとおりであります。

研究開発費 1,125百万円

広告宣伝費 33

計 1,159百万円

 

　３　原価計算の方法

　　　当社の原価計算の方法は、総合原価計算による実際原

価計算を、特注品については個別原価計算を採用

しております。

　３　原価計算の方法

同左
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日)

(単位　百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他

資本剰余金

その他利益剰余金

固定資産

圧縮積立金
別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年６月30日残高 3,588 1,000 3,308 209 11,700 △646

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 ― ― ― ― ― △146

　当期純損失 ― ― ― ― ― △920

　自己株式の取得 ― ― ― ― ― ―

　自己株式の処分 ― ― ― ― ― ―

　固定資産圧縮積立金の取崩 ― ― ― △0 ― 0

　別途積立金の取崩 ― ― ― ― △800 800

　株主資本以外の項目の事業

　年度中の変動額(純額)
― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計 ― ― ― △0 △800 △266

平成19年６月30日残高 3,588 1,000 3,308 208 10,900 △912

　

(単位　百万円)

株主資本 評価・換算差額等

自己株式 株主資本合計
その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

平成18年６月30日残高 △293 18,866 65 590

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 ― △146 ― ―

　当期純損失 ― △920 ― ―

　自己株式の取得 △0 △0 ― ―

　自己株式の処分 0 0 ― ―

　固定資産圧縮積立金の取崩 ― ― ― ―

　別途積立金の取崩 ― ― ― ―

　株主資本以外の項目の事業

　年度中の変動額(純額)
― ― △0 787

事業年度中の変動額合計 △0 △1,067 △0 787

平成19年６月30日残高 △293 17,799 65 1,377
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当事業年度(自　平成19年７月１日　至　平成20年６月30日)

(単位　百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他

資本剰余金

その他利益剰余金

固定資産

圧縮積立金
別途積立金 繰越利益剰余金

平成19年６月30日残高 3,588 1,000 3,308 208 10,900 △912

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 ― ― ― ― ― △146

　当期純利益 ― ― ― ― ― 1,249

　自己株式の取得 ― ― ― ― ― ―

　固定資産圧縮積立金の取崩 ― ― ― △0 ― 0

　別途積立金の取崩 ― ― ― ― △1,100 1,100

　株主資本以外の項目の事業

　年度中の変動額(純額)
― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計 ― ― ― △0 △1,100 2,202

平成20年６月30日残高 3,588 1,000 3,308 207 9,800 1,290

　

(単位　百万円)

株主資本 評価・換算差額等

自己株式 株主資本合計
その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

平成19年６月30日残高 △293 17,799 65 1,377

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 ― △146 ― ―

　当期純利益 ― 1,249 ― ―

　自己株式の取得 △526 △526 ― ―

　固定資産圧縮積立金の取崩 ― ― ― ―

　別途積立金の取崩 ― ― ― ―

　株主資本以外の項目の事業

　年度中の変動額(純額)
― ― △76 △1,300

事業年度中の変動額合計 △526 575 △76 △1,300

平成20年６月30日残高 △820 18,374 △10 76
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重要な会計方針

　

項目
前事業年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

　時価のあるもの

子会社株式及び関連会社株式

　　　　同左

その他有価証券

　時価のあるもの

　　　　決算日の市場価格等に基づく時価

法

　　　　(評価差額は、全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動

平均法により算定)

　　　　同左

　時価のないもの

　　　　移動平均法による原価法

　時価のないもの

　　　　同左

２　デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

時価法 同左

３　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

商品…総平均法による原価法

製品・仕掛品

　　　　…総平均法による原価法

原材料……総平均法による低価法

貯蔵品……最終仕入原価法

商品…同左

製品・仕掛品

　　　　…同左

原材料……同左

貯蔵品……同左

４　固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産…定率法

　ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物(建物附属設備を除く)につい

ては定額法を採用しております。

　なお、主な資産の耐用年数は下記の通

りであります。

有形固定資産・・・定率法

　ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物(建物附属設備を除く)につい

ては定額法を採用しております。

　なお、主な資産の耐用年数は下記の通

りであります。　

 

 

　建物　　　　　15～38年

　工具器具備品　２～６年

 

建物　　　　　15～41年
工具器具備品　２～６年
(追加情報)　

　平成19年度の法人税法の改正に伴い、

平成19年３月31日以前に取得した資産

については、償却可能限度額まで償却

が終了した翌事業年度から取得価額の

５％相当額と備忘価額との差額を５年

間で均等償却する方法によっておりま

す。

　当該変更に伴う損益に与える影響は

軽微であります。

 

無形固定資産…定額法

　なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法を採用しておりま

す。

無形固定資産

同左

５　外貨建資産及び負債の本

邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物

等為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。

同左
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項目
前事業年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

６　引当金の計上基準 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。

　

貸倒引当金

同左

ポイント引当金

　顧客に付与したポイントの将来の利

用に備えるため、当事業年度末におけ

る将来利用見込み額を計上しておりま

す。

ポイント引当金

　顧客に付与したポイントの将来の利

用に備えるため、当事業年度末におけ

る将来利用見込み額を計上しておりま

す。

(追加情報)

　当事業年度において、当社のインター

ネット直販サイト「ioPLAZA」にて,販

売促進を目的としたポイント制度

(「ioPLAZAポイント」)を開始したこ

とに伴い、当事業年度よりポイント引

当金を計上しております。

 

退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上しており

ます。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(５年)による定額

法により按分した額を、それぞれ発生の

翌事業年度から費用処理することとし

ております。

 

退職給付引当金

同左

役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、役員退職慰労金内規に基づく期末要

支給額を計上しております。

　なお、平成17年９月28日開催の定時株

主総会終結の時をもって、役員退職慰労

金制度を廃止し、同日までの役員の在任

期間に対する退職慰労金を支給するこ

ととしております。これにより同日以降

の役員退職慰労引当金の繰入は行って

おりません。

　

役員退職慰労引当金

同左

リサイクル費用引当金

　リサイクル対象製品等の回収及び再

資源化の支出に備えるため、売上台数

を基準として支出見込額を計上してお

ります。

リサイクル費用引当金

同左
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項目
前事業年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

７　ヘッジ会計の方法 ①　ヘッジ会計の方法

通貨オプション、為替予約に係る

評価損益は、繰延ヘッジ処理によっ

ております。

 

①　ヘッジ会計の方法

同左

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　＜ヘッジ手段＞

　通貨オプション、為替予約

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　＜ヘッジ対象＞

外貨建予定仕入取引の一部

 

③　ヘッジ方針

取引権限及び取引限度額等を定め

た社内ルールに基づき、外貨建取引

の為替変動によるリスクの軽減・相

殺を目的として、ヘッジを行うこと

を原則としております。なお、取引の

契約先は信用度の高い銀行等に限定

されており、相手先の契約不履行に

よるリスクはほとんどないと判断し

ております。

③　ヘッジ方針

同左

８　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税抜方式に

よっております。

消費税等の会計処理

同左
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(会計方針の変更)

前事業年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

　　固定資産の減価償却方法の変更
　当事業年度より、平成19年度の法人税法の改正に伴
い、平成19年４月１日以降に取得した固定資産の減価
償却額の計算方法については、改正後の法人税法に定
める方法によっております。
　この変更による損益への影響は軽微であります。

　―――
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注記事項

(貸借対照表関係)

前事業年度
(平成19年６月30日)

当事業年度
(平成20年６月30日)

※１　関係会社に対するものが次のとおり含まれており

ます。

買掛金 1,355百万円

※１　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか次のものがあります。

買掛金 1,683百万円

 

上記のほか、関係会社に対する流動資産が340百万

円あります。

 

　２　保証債務

　　　　関係会社の仕入先に対する保証

國際艾歐資訊股?有限公司 1,023百万円

うち外貨建 8百万米ドル(1,023百万円)

　２　保証債務

　　　　関係会社の仕入先に対する保証

國際艾歐資訊股?有限公司 1,317百万円

うち外貨建 12百万米ドル(  1,317百万円)

 

※３　期末日満期手形の処理

　　　期末日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって決

済処理しております。従って、当事業年度の末日は金

融機関の休日であったため、期末日満期手形が以下

の科目に含まれております。

　　受取手形 162百万円

　　支払手形 902百万円

※３　　　　　　　　―――
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(損益計算書関係)

前事業年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

※１　関係会社に対する事項

当期製品製造原価に含まれる

材料等の仕入高
27,604百万円

受取配当金 101百万円

　

※１　関係会社に対する事項

当期製品製造原価に含まれる

材料等の仕入高
26,676百万円

受取配当金 263百万円

　

※２　製品に係る他勘定振替高の内容は次のとおりであ

ります。

広告宣伝費 11百万円

消耗品費 17百万円

保証修理費 127百万円

その他 12百万円

計 168百万円

 

※２　製品に係る他勘定振替高の内容は次のとおりであ

ります。

広告宣伝費 11百万円

消耗品費 16百万円

保証修理費 112百万円

その他 37百万円

計 177百万円

 

※３　商品に係る他勘定振替高の内容は次のとおりであ

ります。

消耗品費 0百万円

その他 0百万円

計 0百万円

 

※３　商品に係る他勘定振替高の内容は次のとおりであ

ります。　　　　　　　

消耗品費 0百万円

その他 0百万円

計 0百万円

 

※４　研究開発費の総額は、953百万円であり、全て一般管

理費に含まれております。

 

※４　研究開発費の総額は、1,075百万円であり、全て一般

管理費に含まれております。

 

※５　固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

車両運搬具 0百万円

土地 152百万円

計 152百万円

 

※５　　　　　　　　―――

 

※６　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

建物 0百万円

構築物 5百万円

工具器具備品 7百万円

ソフトウェア 1百万円

計 14百万円

 

※６　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

構築物 1百万円

工具器具備品 1百万円

ソフトウェア 10百万円

その他 0百万円

計 13百万円

 

※７　固定資産売却損の内訳は、次のとおりであります。

建物 63百万円

 
※８　　　　　　　　　―――

※７　　　　　　　　―――

 

※８　製品不具合対策費

当社が特定顧客向けに販売した製品について、部

品交換など一連の修理に係る費用を特別損失に計

上するものであります。
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日)

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 148,896 366 12 149,250

(注) １　自己株式の増加366株は、単元未満株式の買取によるものであります。

２　自己株式の減少12株は、単元未満株式の買増請求による売渡であります。

　

当事業年度(自　平成19年７月１日　至　平成20年６月30日)

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 149,250 751,614 ― 900,864

(注) １　自己株式の増加751,614株のうち、751,000株は会社法第165条第２項の規定による定款の定めに基づく取得に

よる増加、614株は単元未満株式の買取による増加であります

　

　

　

　

(有価証券関係)

前事業年度(平成19年６月30日現在)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。

　

当事業年度(平成20年６月30日現在)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。
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(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成19年６月30日)
当事業年度

(平成20年６月30日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　繰延税金資産(流動)

　　たな卸資産評価損 132百万円

　　売上値引 147

　　貸倒引当金限度超過額 106

　　未払費用 84

　　繰越欠損金 571

　　その他 80

　　　繰延税金資産小計 1,122

　　　評価性引当額 △973

　　　繰延税金資産合計 149

　繰延税金負債(流動)

　　繰延ヘッジ損益 △934

　　　繰延税金負債合計 △934

　　繰延税金負債の純額 △784

　繰延税金資産(固定)

　　減価償却限度超過額 326百万円

　　保証修理費 128

　　退職給付引当金 69

　　役員退職慰労引当金 54

　　関係会社株式評価損 86

　　リサイクル費用引当金 121

　　その他 186

　　　繰延税金資産小計 972

　　　評価性引当額 △454

　　　繰延税金資産合計 518

　繰延税金負債(固定)

　　固定資産圧縮積立金 △141百万円

　　その他有価証券評価差額金 △44

　　　繰延税金負債合計 △186

　　繰延税金資産の純額 332

 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　繰延税金資産(流動)

　　たな卸資産評価損 114百万円

　　売上値引 147

　　貸倒引当金限度超過額 61

　　未払費用 193

　　製品不具合対策費

　　その他

161

153

　　　繰延税金資産小計 831

　　　評価性引当額 △583

　　　繰延税金資産合計 248

　繰延税金負債(流動)

　　繰延ヘッジ損益 △98

　　　繰延税金負債合計 △98

　　繰延税金資産の純額 150

　繰延税金資産(固定)

　　減価償却限度超過額 290百万円

　　保証修理費 116

　　退職給付引当金 74

　　役員退職慰労引当金 52

　　関係会社株式評価損 86

　　リサイクル費用引当金 152

　　その他 233

　　　繰延税金資産小計 1,006

　　　評価性引当額 △406

　　　繰延税金資産合計 600

　繰延税金負債(固定)

　　固定資産圧縮積立金 △140百万円

　　その他有価証券評価差額金 △0

　　　繰延税金負債合計 △141

　　繰延税金資産の純額 458

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

　　法定実効税率 40.4％

　　(調整)

　　評価性引当額の増減 △170.8％

　　均等割 △4.4％

　　その他 △3.5％

　　税効果会計適用後の法人税等の
　　負担率

△138.3％

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

　　法定実効税率 40.4％

　　(調整)

　　評価性引当額の増減 △30.8％

　　均等割 1.2％

　　その他 1.4％

　　税効果会計適用後の法人税等の
　　負担率

12.2％
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(１株当たり情報)

項目

前事業年度

(自　平成18年７月１日

　至　平成19年６月30日)

当事業年度

(自　平成19年７月１日

　至　平成20年６月30日)

１株当たり純資産額 1,309円89銭 1,323円01銭

１株当たり当期純利益

又は当期純損失(△)金額
△62円63銭 86円80銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額

　潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

(注)　算定上の基礎

　　　１　１株当たりの純資産額

項目
前事業年度末

(平成19年６月30日)

当事業年度末

(平成20年６月30日)

貸借対照表の純資産の部の合計額

(百万円)
19,242 18,440

普通株式に係る純資産額(百万円) 19,242 18,440

普通株式の発行済株式数(千株) 14,839 14,839

普通株式の自己株式数(千株) 149 900

１株当たり純資産額の算定に用いら

れた普通株式の数(千株)
14,690 13,938

２　１株当たり当期純利益又は当期純損失金額

項目

前事業年度

（自　平成18年７月１日

　至　平成19年６月30日)

当事業年度

(自　平成19年７月１日

　至　平成20年６月30日)

損益計算書上の当期純利益

又は当期純損失(△)　　(百万円)
△920 1,249

普通株式に係る当期純利益

又は当期純損失(△)　　(百万円)
△920 1,249

普通株式の期中平均株式数(千株) 14,690 14,390

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり当期純利益の算

定に含まれなかった潜在株式の概要

――― ―――

　

　

(重要な後発事象)

　
前事業年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

――― ―――
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

　　　　　【株式】

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

投資有価
証券

その他有
価証券

㈱北國銀行 510,000 212

㈱デジオン 1,767 74

加賀電子㈱ 47,000 65

ダイワボウ情報システム㈱ 28,660 53

上新電機㈱ 42,000 34

㈱トーメンデバイス 20,000 33

㈱エディオン 18,493 16

三谷商事㈱ 9,500 8

サイバーステーション㈱ 7,000 7

㈱PFU 250 5

その他(８銘柄) 28,860 3

計 713,530 514

　
　
　

　　　　　【その他】

種類及び銘柄 投資口数等(口)
貸借対照表計上額
(百万円)

投資有価
証券

その他有
価証券

(投資事業組合出資)

テレコム・ベンチャー投資事業組合 １ 21

１ 21

　

EDINET提出書類

株式会社アイ・オー・データ機器(E01994)

有価証券報告書

73/86



【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産

　建物 2,794 32 ― 2,827 1,701 77 1,125

　構築物 148 6 9 145 121 4 24

　車両運搬具 21 3 3 21 16 2 4

　工具器具備品 1,882 207 32 2,057 1,742 232 315

　土地 2,772 108 ― 2,880 ― ― 2,880

有形固定資産計 7,620 358 45 7,933 3,581 316 4,351

無形固定資産

　ソフトウェア 943 103 54 991 604 189 386

　電話加入権 11 ― ― 11 ― ― 11

　その他 131 ― 15 115 106 17 9

無形固定資産計 1,086 103 70 1,119 711 206 408

長期前払費用 138 47 91 94 ― ― 94

繰延資産

― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

(注) １　長期前払費用の期間配分は減価償却とは性格が異なるため、償却累計額及び当期償却額(の算定)に含めており

ません。

　

【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 364 152 238 126 152

ポイント引当金 69 67 69 ― 67

役員退職慰労引当金 133 ― 3 ― 129

リサイクル費用引当金 300 77 ― ― 377

(注)　貸倒引当金の当期減少額「その他」の金額は、一般債権に対する洗替額等であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

資産の部

①　現金及び預金

　

区分 金額(百万円)

現金 6

預金の種類

普通預金 3,626

振替貯金 2

小計 3,629

合計 3,636

　

②　受取手形

イ　相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

丸紅インフォテック㈱ 233

東芝パソコンシステム㈱ 120

ＮＥＣフィールディング㈱ 71

東芝情報機器㈱ 60

大丸藤井㈱ 29

その他 140

計 656

　

ロ　期日別内訳

　

期日別 金額(百万円)

平成20年７月 261

　　　　８月 211

　　　　９月 163

　　　　10月 17

　　　　11月 1

計 656
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③　売掛金

イ　相手先別内訳
　

相手先 金額(百万円)

ダイワボウ情報システム㈱ 3,492

㈱ヤマダ電機 995

㈱大塚商会 787

㈱USEN 678

㈱ビックカメラ 404

その他 4,126

計 10,485

　

ロ　売掛金の発生及び回収並びに滞留状況
　

期首残高(百万円)

(Ａ)

当期発生高
(百万円)
(Ｂ)

当期回収高
(百万円)
(Ｃ)

当期末残高
(百万円)
(Ｄ)

回収率(％)
 

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
366

10,671 64,704 64,889 10,485 86.1 59.8

(注)　消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。

　

④　商品
　

区分 金額(百万円)

パソコン用周辺機器 43

計 43

　

⑤　製品
　

区分 金額(百万円)

増設メモリボード 984

ストレージ 1,444

液晶 1,951

周辺機器 1,336

特注製品 68

計 5,785
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⑥　原材料

　

区分 金額(百万円)

ＩＣ 110

電子部品 291

ユニット部品 19

梱包部品 24

その他部品 42

計 489

　

⑦　仕掛品

　

区分 金額(百万円)

特注製品 6

計 6

　

⑧　貯蔵品

　

区分 金額(百万円)

販促品 2

その他 0

計 2
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負債の部

①　支払手形

イ　相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

㈱トーメンデバイス 1,630

㈱エー・ディーデバイス 427

エヌジェーケーテクノ・システム㈱ 171

北菱電興㈱ 167

㈱ケミック 132

その他 1,003

計 3,534

　

ロ　期日別内訳

　

期日別 金額(百万円)

平成20年７月 1,118

　　　　８月 718

　　　　９月 954

　　　　10月 742

計 3,534

　

②　買掛金

　

相手先 金額(百万円)

國際艾歐資訊股?有限公司 1,633

㈱トーメンエレクトロニクス 328

㈱トーメンデバイス 315

㈱ファースト・トループ 148

富士通㈱ 114

その他 1,216

計 3,757
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(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ７月１日から６月30日まで

定時株主総会 ９月中

基準日 ６月30日

株券の種類 100株券、1,000株券、10,000株券

剰余金の配当の基準日 12月31日、６月30日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え

　　取扱場所
大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号
　住友信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号
　住友信託銀行株式会社

　　取次所 住友信託銀行株式会社　全国各支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 １枚につき印紙税相当額

株券喪失登録

　　株券喪失登録申請料 １件につき　　10,000円

　　株券登録料 １枚につき　　　 500円

単元未満株式の買取り・
買増し

　　取扱場所
大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号
　住友信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号
　住友信託銀行株式会社

　　取次所 住友信託銀行株式会社　全国各支店

　　買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、電子公告を行うことができない事故そ
の他のやむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して公告する。
なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりで
す。
　　http://www.iodata.jp/

 

株主に対する特典 なし

(注)　当会社の株主（実質株主を含む。以下同じ。）は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を

行使することができない。

　①会社法第189条第２項各号に掲げる権利

　②会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

　③株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

　④株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度　第32期(自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日)平成19年９月28日北陸財務局長に提出。

　

(2) 有価証券報告書の訂正報告書

平成19年９月28日北陸財務局長に提出の事業年度　第32期(自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日)

の有価証券報告書に係る訂正報告書を平成19年10月11日北陸財務局長に提出。

　

(3) 半期報告書

第33期中(自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日)平成20年３月27日北陸財務局長に提出。

　

(4) 自己株券買付状況報告書

平成19年12月11日、平成20年１月11日、平成20年２月12日、平成20年３月11日、平成20年４月11日、平成20

年５月13日、平成20年６月12日、平成20年７月11日北陸財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

　

　

平成19年９月27日

　

株式会社　アイ・オー・データ機器

取　締　役　会　　　　　　　御中

　

　

　

監査法人　トーマツ

　

　

指定社員
業務執行社員 公認会計士　　上　　楽　　光　　之　　㊞

　

　

指定社員
業務執行社員 公認会計士　　由　　水　　雅　　人　　㊞

　

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社アイ・オー・データ機器の平成18年７月１日から平成19年６月30日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー

計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社アイ・オー・データ機器及び連結子会社の平成19年６月30日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 ※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

　

平成20年９月25日

　

株式会社　アイ・オー・データ機器

取　締　役　会　　　　　　　御中

　

　

　

監査法人　トーマツ

　

　

指定社員
業務執行社員 公認会計士　　上　　楽　　光　　之　　㊞

　

　

指定社員
業務執行社員 公認会計士　　加　　藤　　博　　久　　㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社アイ・オー・データ機器の平成19年７月１日から平成20年６月30日までの連結会計

年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッ

シュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社アイ・オー・データ機器及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 ※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

　

平成19年９月27日

　

株式会社　アイ・オー・データ機器

取締役会　御中

　

　

　

監査法人　トーマツ

　

　

指定社員
業務執行社員 公認会計士　　上　　楽　　光　　之　　㊞

　

　

指定社員
業務執行社員 公認会計士　　由　　水　　雅　　人　　㊞

　

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社アイ・オー・データ機器の平成18年７月１日から平成19年６月30日までの第32期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社アイ・オー・データ機器の平成19年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年

度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 ※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

　

平成20年９月25日

　

株式会社　アイ・オー・データ機器

取締役会　御中

　

　

　

監査法人　トーマツ

　

　

指定社員
業務執行社員 公認会計士　　上　　楽　　光　　之　　㊞

　

　

指定社員
業務執行社員 公認会計士　　加　　藤　　博　　久　　㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社アイ・オー・データ機器の平成19年７月１日から平成20年６月30日までの第33期事

業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を

行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見

を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社アイ・オー・データ機器の平成20年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年

度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 ※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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